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I．成果の概要  

 

課題名 1FS-2201 生物多様性と社会経済的要因の統合評価モデルの構築と社会適用に関する

研究 

課題代表者名 齊藤 修 （公益財団法人 地球環境戦略研究機関） 

 

行政要請研究テーマ（行政ニーズ）  （1-8）生物多様性と社会経済課題を統合的に扱う評価手法の

構築に関する研究 

 

研究実施期間 令和４年度 

  

研究経費  

13,000千円（合計額） 

（各年度の内訳：令和４年度：13,000千円）                    

 

研究体制 

（サブテーマ１）社会・生態システムの統合評価モデル構築（国立環境研究所） 

（サブテーマ２）シナリオと介入策の組合せと評価手法の開発（地球環境戦略研究機関） 

（サブテーマ３）価値・行動・文化と生物多様性の相互関係分析（京都大学） 

（サブテーマ４）統合評価モデルとの連携による全国スケールでのシナリオ分析と社会適用（東京

大学） 

（サブテーマ５）生物多様性と社会経済的要因を統合した地域スケールでのシナリオ分析と社会適

用（東京大学） 

 

研究協力機関 

研究協力機関はない。 

 

本研究のキーワード 統合評価モデル、生物多様性、生態系サービス、価値・行動・文化、将来シナ

リオ、エージェントベースモデル、国土利用、ライフスタイル、間接要因、社

会変革 

 

 

１．はじめに（研究背景等） 

生物多様性の損失は、主に自然資源の直接的な利用、土地利用改変、気候変動といった直接要因に

よって引き起こされるが、その背後にある人間の価値観・行動、それに基づく社会経済活動といった間

接要因にまで踏み込み、社会変革を図る必要性が生物多様性及び生態系サービスに関する科学-政策政

府間プラットフォーム(IPBES)の地球規模評価書や我が国の「生物多様性及び生態系サービスの総合評

価2021(JBO3)」で強調されている。 

気候変動との関係では、特に2021年６月のIPBES-IPCCのレポートにおいて、気候変動が生物多様性

の主要な損失要因であると同時に、気候変動対策が生物多様性に影響するといったトレードオフ関係

や、生態系が有する緩和機能の維持・向上がカーボンニュートラル実現に貢献するといったシナジーの

関係も強調された。 

このように複雑な関係性にある社会課題に同時に対処する際には、統合的な観点で分析・評価する

統合評価モデルを構築し、社会経済の変化や政策介入による生態系サービスの変化への理解を深めるこ



 

2 

1FS-2201 

とで、シナジーの最大化とトレードオフの最小化を図る必要がある。ポスト2020生物多様性枠のドラフ

トでも、気候変動対策と生物多様性保全のシナジー・トレードオフや、生産・消費活動による生物多様

性への影響軽減について具体的な取組が求められている。 

 

２．研究開発目的 

本研究は、既存の気候変動対策のための統合評価モデル、これまでに蓄積されてきた生物多様性の

損失評価や生態系サービスの将来予測等に関する研究成果を基に、生物多様性、気候変動及び他の社会

経済的要因を統合的に扱い、対策の効果を定量的に評価するための統合評価モデルを構築するためのプ

ロセスを明らかにすることを目的とする。また、この統合評価モデルを国レベル及び地域レベルで適用

し、国レベルでの課題解決と地域課題解決を同時追究し、科学的に検証可能なシナリオ分析に基づい

て、地域循環共生圏や持続可能な日本社会を実現するための一連の研究の設計図を描く。生物多様性の

４つの危機を考慮して、土地利用（第１，２の危機に関連）、栄養塩（第３の危機に関連）、気候変動

（第４の危機に関連）を直接要因として設定し、それらを駆動する社会経済的要因（間接要因）と合わ

せて、それらによる生物多様性・生態系への影響を評価する枠組みを設定する。さらに、生物多様性・

生態系の変化から社会経済へのフィードバックも視野に入れる。また、価値観・行動様式の変化が土地

利用や資源消費・管理に与える影響を介して、生物多様性と生態系サービスに与える影響をモデル化す

る手法の開発・適用可能性を検討する。 

 

３．研究目標 

 

全体目標 本研究は、既存の気候変動対策のための統合評価モデル、これまでに蓄積され

てきた生物多様性の損失評価や生態系サービスの将来予測等に関する研究成果

を基に、生物多様性、気候変動及び他の社会経済的要因を統合的に扱い、対策

の効果を定量的に評価するための統合評価モデルを構築するプロセスを明らか

にすることを目的とする。この統合評価モデルを全国レベル及び地域レベルで

適用する対象地域と手法を特定し、全国レベルでの課題解決と地域課題解決を

同時追究し、科学的に検証可能なシナリオ分析に基づいて、地域循環共生圏や

持続可能な日本社会の実現に貢献するための道筋を示す。 

 

サブテーマ１ 社会・生態システムの統合評価モデル構築 

サブテーマリーダー

/所属機関 
山野博哉/国立環境研究所 

目標 社会経済的要因と生物多様性・生態系を統合的に評価するモデル開発に必要な

課題を検討しモデル設計を行う。生物多様性の４つの危機を考慮して、土地利

用（第１，２の危機に関連）、栄養塩（第３の危機に関連）、気候変動（第４

の危機に関連）を要因として設定し、それらを駆動する社会経済的要因、それ

らによる生物多様性・生態系影響、さらに、生物多様性・生態系の変化から社

会経済へのフィードバックも視野に入れる。具体的には、社会経済と環境を統

合的に扱う統合評価モデルを生物多様性を考慮して拡張するための要件、価値

観・行動様式の変化が土地利用や資源消費・管理に与える影響を介して、生物

多様性と生態系サービスに与える影響をモデル化する手法の開発・適用可能

性、さらに生態系サービスの変化の社会経済へのフィードバック効果に関する

検討を行う。 
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サブテーマ２ シナリオと介入策の組合せと評価手法の開発 

サブテーマリーダー

/所属機関 
齊藤 修/地球環境戦略研究機関 

目標 気候変動分野で使われている既存の日本版共通社会経済経路（SSP）、IPBESで

開発された将来シナリオの共通枠組みであるNature Future Framework (NFF)、

環境研究総合推進費S-15での将来シナリオを踏まえて、本研究プロジェクトで

の全国スケールと地域スケールでのシナリオ分析を可能にする将来シナリオの

枠組みと作成プロセスを設計する。その際、①人口動態、経済・産業活動施策

群（国際貿易含む）、②フードシステムと関連施策群、③再生可能エネルギ

ー・緩和関連施策群、④防災減災施策群を対象として、シナリオ毎にどの政策

オプションをどのような強度でどこに配置すべきか、シナリオ分析共通の手続

きを明らかにする。 

 

サブテーマ３ 価値・行動・文化と生物多様性の相互関係分析 

サブテーマリーダー

/所属機関 
深町 加津枝/京都大学 

目標 本サブテーマでは、生物多様性に支えられた地域の文化の継承と、地域の生物

多様性の保全との関わりを実証的に示す方法を明らかにするとともに、地域性

を反映した文化多様性と生物多様性との連関の類型化を行う。そのうえで、生

物多様性や生態系サービスから受ける影響、人々の価値観・行動の変化が与え

る影響の相互関係を評価する手法を、人々のライフサイクルの中での環境配慮

行動や環境への間接的な影響に気づかせる生活上の価値観に注目しながら予備

的な検討を行う。 

 

サブテーマ４ 統合評価モデルとの連携による全国スケールでのシナリオ分析と社会適用 

サブテーマリーダー

/所属機関 
橋本 禅/東京大学 

目標 全国スケールで、統合評価モデルによるマクロ・スケールでのシナリオ分析の

結果を、全国スケールでの土地利用被覆変化として空間明示的に評価する方法

論について明らかにする。なかでも、気候変動緩和と生物多様性保全の両立に

ついて、特に土地にもとづくアプローチである、①保護地域、②（カーボンニ

ュートラルに向けた）緩和策（植林、太陽光・風力発電などの再生可能エネル

ギー、等）、③その他土地利用計画（都市、農地、森林等）に焦点をあて、こ

れらが生物多様性の損失回避や再生と生態系サービスの改善のうえで、どのよ

うに効果的かを評価するための枠組みや方法論について予備的検討を行う。こ

の際、各政策・施策間でのトレードオフやシナジーに着目し、トレードオフを

最小化しシナジーを最大化する施策の評価方法も吟味する。 

 

サブテーマ５ 生物多様性と社会経済的要因を統合した地域スケールでのシナリオ分析と社会

適用 
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サブテーマリーダー

/所属機関 
吉田 丈人/東京大学 

目標 地域スケールにおける生態系サービス管理と生物多様性保全・自然再生などの

実践の発展に貢献するため、地域レベルおよび国レベルの社会経済的状況と自

然的状況を考慮した各種施策や取組みの推進効果やそれらの推進のあり方につ

いて、総合的な視点から評価検討するための予備的検討を行う。その際、地域

レベルと国レベルの各種の施策や取組み間の関係（トレードオフ・シナジー）

にも注目し、地域の実情に応じた施策間調整についても評価検討するための予

備的検討を行う。具体的には、森里川海の流域圏や地域循環共生圏などの地域

スケールにおいて、サブテーマ１から３で構築する統合評価モデルを適用し、

社会経済活動や気候変動が地域の生物多様性と生態系サービスに与える影響を

評価するための手法の検討を行う。 

 

４．研究開発内容 

 

サブテーマ１： これまで主に気候変動分野で開発され適用実績のあるアジア太平洋統合評価モデル

（AIM）を拡張することで、陸域・海域双方の生物多様性や生態系サービスの予測評価を可能にする統

合評価モデルの開発に向けた要件を検討した。社会経済要因とその生物多様性・生態系影響に関して各

項目の相互関係を可視化し、AIMでの組み込み可能性についても検討した。気候変動に加え、土地利

用・栄養塩等の要因も考慮した陸域・海域双方の生物多様性や生態系サービスの予測評価を、生物多様

性や生態系サービスに関する代表的な指標を設定し、種分布推定モデルの包含等により空間明示的に行

う統合評価に向けた要件の検討を行った。サブテーマ３と連携して、価値・行動・文化が土地利用や資

源消費・管理に与える影響の解析に関しては、エージェントベースモデルの開発・適用可能性と、統合

評価モデルへの接続可能性を検討した。生物多様性と生態系サービスの変化が社会経済に及ぼすフィー

ドバック効果に関しては、いくつかの主要な生態系タイプ、生態系サービスを対象として統合評価モデ

ルに組み込む方法を検討した。サブテーマ４とサブテーマ５と連携して全国に加えて地域スケールでの

統合評価モデルの社会適用に必要な要件を明らかにするとともに、サブテーマ２と連携してシナリオ分

析や介入可能性の評価への応用可能性、海外展開の可能性を検討した。 

 

サブテーマ２： 気候変動分野の既存シナリオ（SSP）、IPBESのNature Future Framework (NFF)、環

境研究総合推進費S-15でのシナリオ将来シナリオを踏まえて、プロジェクト全体で用いる複数の将来シ

ナリオを作成する手続きを検討した。そのうえで、統合評価モデルを使って全国スケール及び地域スケ

ールでのシナリオ分析を行うためのベースとなるシナリオ毎の基本フレーム（人口・土地利用・産

業）、介入策の組合せを他のテーマに提供する方法を検討した。具体的には、①人口動態、経済・産業

活動施策群（国際貿易含む）、②フードシステムと関連施策群、③再生可能エネルギー・緩和関連施策

群、④防災減災施策群を対象として、シナリオ毎にどの政策オプションをどのような強度でどこに配置

すべきか、シナリオ分析共通の手続きを検討した。このほか、統合評価モデルの海外展開の具体的なプ

ロセスについても提案した。 

 

サブテーマ３： ライフスタイルや価値観の投影としての生物多様性、さらには人が生み出した文化と

生態系の相互作用の豊かさを評価するものとして生物文化多様性を位置づけ、価値を共有する人々や地

域社会のネットワークやコミュニティーの構築につなげるための概念枠組みを作成した。そのうえで、

全国の森林、河川、草地など主要な生態系を対象に、生物多様性に支えられた地域の文化（有形・無

形）の実例を生物多様性地域戦略や文化財に関する既存文献や伝統・地域知に関する蓄積データを体系

的に探索し、分析方法と可視化・類型化の手法を特定した。人の価値観や行動を評価する上で必要とな
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る分析軸を抽出し、行動経済学に基づき、生態系サービスや生物多様性に関わる人々の行動特性とその

パターンの背景にあるメカニズムの検討を行った。社会心理学的な観点からのパス解析モデルを用い、

環境経済学の視点から提起された生物多様性に関する価値観、実際の環境配慮行動に対する個人の意思

決定過程との関連を解明する手法を検討した。 

 

サブテーマ４： 全国スケールの課題として、気候変動緩和と生物多様性保全の両立を例に、①保護地

域、②緩和策、③その他土地利用計画の貢献を検討するため、サブテーマ１で検討する全国スケールで

の統合評価モデルに、土地利用モデルや種分布推定モデルを連結する手順や可能な空間・時間解像度に

ついて検討した。分析の枠組みの検討は、環境研究総合推進費S-15の将来シナリオや気候変動分野で開

発された日本版SSP1などの既存のシナリオや評価モデル等の開発実績を踏まえて行った。また、保護地

域やその他土地利用計画によるゾーニングの貢献や、植林や太陽光・風力発電等の再生可能エネルギ

ー、自然再生、農地への炭素貯留など土地にもとづく緩和策による生物多様性や生態系サービスへの影

響を考慮する方法論、施策間のシナジー・トレードオフの評価の枠組みをあわせて検討した。 

 

サブテーマ５： 地域スケールでの研究対象地域の選定にあたって必要な条件を整理した。その際、里

地里山景観、都市域と非都市域（地域循環共生圏を含む）、森里川海の流域圏など、典型的な社会・生

態システムの類型を考慮し、代表的な事例研究を推進できるよう準備した。地域スケールにおいて社会

経済活動や気候変動が地域の生物多様性と生態系サービスに与える影響を評価するため、地域版統合評

価モデルの構造や分析手法の開発について予備的検討を行った。また、近過去からのレトロスペクティ

ブな分析や、将来シナリオに基づいた生物多様性と生態系サービスの将来を予測評価する手法開発につ

いても検討した。また、研究成果が地域の実践に活用されるよう、地域の多様なステークホルダーとの

連携の準備、地域施策や取組みへの貢献のあり方についても検討した。また、一定数の事例を用いたメ

タ分析による地域レベルの保護地域施策・土地利用施策・カーボンニュートラル施策等の関係の評価

や、施策間の調整のあり方を検討した。 

 

５．研究成果 

５－１．成果の概要 

 本研究の成果として、令和５年度戦略的研究開発課題（S-21）の公募方針をとりまとめた。本公

募方針では、プロジェクトの概要として、（１）背景と目的、（２）研究概要、（３）成果目標が明記

されたほか、表0.1に示す研究テーマ構成及びサブテーマ構成が提示された。 

 

表-0.1 各テーマ及び公募するサブテーマの構成 

テーマ名 及び 

テーマリーダーの担当するサブテーマ 
公募を行うサブテーマ 

テーマ１：社会・生態システムの統合評価

モデル構築 

 

サブテーマ(1) 社会・生態システムの統合

評価モデル開発 

 

サブテーマ(2)：価値・行動変容と生態系動態を結合

させたエージェントベースモデル開発 

サブテーマ(3)：陸域における生物多様性・生態系サ

ービス評価モデル開発 

サブテーマ(4)：海域における生物多様性・生態系サ

ービス評価モデル開発 

テーマ２：シナリオと介入策の組合せと評

価手法の開発 

 

サブテーマ(1)：将来シナリオと介入策の組

合せの作成・国際展開 

 

サブテーマ(2)：人口・国土・インフラの将来シナリ

オと介入策 

サブテーマ(3)：ライフスタイルの将来シナリオと介

入策 

サブテーマ(4)：社会・消費・産業のネクサス構造の

可視化と介入策 

テーマ３：価値・行動・文化と生物多様性

の相互関係分析 

サブテーマ(2)：自然がもたらす価値とその背景要因 

サブテーマ(3)：生物多様性に関する価値の協働創出
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サブテーマ(1)：自然がもたらす多様な地域

文化と生物多様性 

と参加型教育デザイン 

サブテーマ(4)：複数の価値観と行動の諸側面の関係

の可視化 

テーマ４：統合評価モデルとの連携による

全国スケールでのシナリオ分析と社会適用 

 

サブテーマ(1)：生物多様性・気候変動・自

然災害対策の観点から持続的な国土利用戦

略の提案 

サブテーマ(2)：保護地域・OECM・自然再生等による

生物多様性の保全効果の評価 

サブテーマ(3)：気候変動緩和策としての再生可能エ

ネルギー導入と生態系への影響評価 

サブテーマ(4)：自然災害に対する脆弱・頑健性の評

価 

テーマ５：地域スケールの生物多様性と社

会経済的要因からなる統合評価・シナリオ

分析と社会適用 

 

サブテーマ(1)：生物多様性と社会経済的要

因を統合したメタ分析と地域施策の比較検

討 

サブテーマ(2)：里山ランドスケープを対象にした統

合評価・シナリオ分析と社会適用 

サブテーマ(3)：森里川海の連環を対象とした統合評

価・シナリオ分析と社会適用 

サブテーマ(4)：都市とその周辺地域を対象とした統

合評価・シナリオ分析と社会適用 

 

５－２．環境政策等への貢献 

本研究は、環境研究総合推進費「S-15 社会・生態システムの統合化による自然資本・生態系サービ

スの予測評価」で開発された統合モデルを発展・拡張させ、国と地域の両方のスケールで気候変動と社

会経済的要因とも動的に連動した統合評価モデルを構築するという行政ニーズを踏まえて構想された。

その過程で環境省が設置した専門部会等で有識者からの指導助言に基づいて検討を重ね、最終的に令和

５年度戦略的研究開発課題（S-21）の公募方針としてとりまとめられた。 

国際的にもIPBESとIPCCによる合同ワークショップの成果報告書が2021年に公表され、気候変動と生

物多様性の両分野にまたがる統合評価モデルの構築は、国際的な科学-政策ニーズを先取りするもので

あり、日本発の研究プロジェクトを先んじて展開していくことは日本による国際貢献にも大きく資する

と期待される。 

＜行政等が既に活用した成果＞ 

本研究が作成した公募方針に基づき、令和５年度戦略的研究開発課題（S-21）の公募が2022年10月

に実施された。 

 

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞ 

本研究成果は、今後、昆明・モントリオール生物多様性枠組みに対応した生物多様性国家戦略の見

直し・生物多様性地域戦略の新規作成・見直しに貢献することが期待される。また、地域スケールでは

SDGsに関する様々な取組や地域循環共生圏の具現化に向けた動きが活発化しているが、科学的なエビデ

ンスベースで政策提言につなげるには、マルチスケールでの統合評価モデル構築が不可欠であり、地域

環境政策への貢献が期待できる。さらに、S-21の本格実施を通して、生態系サービスを維持し、地域経

済に資する「自然資本ビジネス」のモデルの提案につながることが期待される。 

 

５－３．研究目標の達成状況 

全体目標 目標の達成状況 

本研究は、既存の気候変動対策のための統合評価

モデル、これまでに蓄積されてきた生物多様性の

損失評価や生態系サービスの将来予測等に関する

研究成果を基に、生物多様性、気候変動及び他の

目標どおりの成果をあげた。 

統合評価モデルの構築のためのプロセスを明ら

かにして、それに基づいて公募方針を作成し、書

類審査と面接審査を経て、S-21としてプロジェク
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社会経済的要因を統合的に扱い、対策の効果を定

量的に評価するための統合評価モデルを構築する

プロセスを明らかにすることを目的とする。この

統合評価モデルを全国レベル及び地域レベルで適

用する対象地域と手法を特定し、全国レベルでの

課題解決と地域課題解決を同時追究し、科学的に

検証可能なシナリオ分析に基づいて、地域循環共

生圏や持続可能な日本社会の実現に貢献するため

の道筋を示す。 

トの立ち上げることができた。具体的には、既存

の統合評価モデルの拡張方法、モデル化対象とす

る直接要因と間接要因の絞り込み（サブテーマ

１）、将来シナリオ作成のための予備調査（サブ

テーマ２）、価値・行動・文化と生物多様性との

相互関係の解析手法（サブテーマ３）、全国を対

象とした土地利用モデルの高度化方法（サブテー

マ４）、地域サイトの設定と予備調査等（サブテ

ーマ５）を行った。 

 

サブテーマ１目標 目標の達成状況 

社会経済的要因と生物多様性・生態系を統合的に

評価するモデル開発に必要な課題を検討しモデル

設計を行う。生物多様性の４つの危機を考慮し

て、土地利用（第１，２の危機に関連）、栄養塩

（第３の危機に関連）、気候変動（第４の危機に

関連）を要因として設定し、それらを駆動する社

会経済的要因、それらによる生物多様性・生態系

影響、さらに、生物多様性・生態系の変化から社

会経済へのフィードバックも視野に入れる。具体

的には、社会経済と環境を統合的に扱う統合評価

モデルを生物多様性を考慮して拡張するための要

件、価値観・行動様式の変化が土地利用や資源消

費・管理に与える影響を介して、生物多様性と生

態系サービスに与える影響をモデル化する手法の

開発・適用可能性、さらに生態系サービスの変化

の社会経済へのフィードバック効果に関する検討

を行う。 

目標どおりの成果をあげた。 

アジア太平洋統合評価モデル（AIM）を拡張し、

開発すべきモジュールとして、①間接要因→直接

要因モジュール：社会経済要因から生物多様性の

危機要因の空間分布推定、②直接要因→生物多様

性・生態系サービス評価モジュール：直接要因か

ら生物多様性・生態系サービスの空間分布推定、

③生物多様性・生態系サービス→社会経済、意思

決定モジュール：生物多様性・生態系サービスか

ら社会経済へのフィードバック経路の特定、生物

多様性・生態系サービスからエージェントの意思

決定・行動変容の評価 の３つを設定することと

し、これらに沿った公募方針を取りまとめた。 

 

 

サブテーマ２目標 目標の達成状況 

気候変動分野で使われている既存の日本版共通社

会経済経路（SSP）、IPBESで開発された将来シナ

リオの共通枠組みであるNature Future 

Framework (NFF)、環境研究総合推進費S-15での

将来シナリオを踏まえて、本研究プロジェクトで

の全国スケールと地域スケールでのシナリオ分析

を可能にする将来シナリオの枠組みと作成プロセ

スを設計する。その際、①人口動態、経済・産業

活動施策群（国際貿易含む）、②フードシステム

と関連施策群、③再生可能エネルギー・緩和関連

施策群、④防災減災施策群を対象として、シナリ

オ毎にどの政策オプションをどのような強度でど

目標どおりの成果をあげた。 

プロジェクト全体の研究統括を行い、S-21の公募

方針をとりまとめた。NFFを活用した将来シナリ

オ分析の事例についての文献調査、SSP及びS-15

での将来シナリオのレビュー、将来シナリオ作成

するための準備を進めた。また、NFFを活用した

国内での事例研究を行い、その成果を査読付き論

文として英文学術誌(IF:7.2)に発表した。 
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こに配置すべきか、シナリオ分析共通の手続きを

明らかにする。 

 

サブテーマ３目標 目標の達成状況 

本サブテーマでは、生物多様性に支えられた地域

の文化の継承と、地域の生物多様性の保全との関

わりを実証的に示す方法を明らかにするととも

に、地域性を反映した文化多様性と生物多様性と

の連関の類型化を行う。そのうえで、生物多様性

や生態系サービスから受ける影響、人々の価値

観・行動の変化が与える影響の相互関係を評価す

る手法を、人々のライフサイクルの中での環境配

慮行動や環境への間接的な影響に気づかせる生活

上の価値観に注目しながら予備的な検討を行う。 

目標どおりの成果をあげた。 

地域文化と生物多様性との関わりを示す方法とし

て、「生物文化多様性指標フレームワーク」を取

り上げ、生物多様性と関わる地域文化について、

１）既に確立された伝統行事、食文化などの「事

象」、２）人々の経験、価値観、利用実態、３）

保全・利用促進に向けた取り組み・施策という３

つの類型について検討した。さらに、居住地域と

の関わり方に関する農村住民と都市住民の比較調

査や小学生時の自然体験とその後の環境意識の関

係などから、人々のライフサイクルの中での環境

配慮行動や環境への間接的な影響についての予備

的検討を行い、公募方針としてまとめることがで

きた。 

 

サブテーマ４目標 目標の達成状況 

全国スケールで、統合評価モデルによるマクロ・

スケールでのシナリオ分析の結果を、全国スケー

ルでの土地利用被覆変化として空間明示的に評価

する方法論について明らかにする。なかでも、気

候変動緩和と生物多様性保全の両立について、特

に土地にもとづくアプローチである、①保護地

域、②（カーボンニュートラルに向けた）緩和策

（植林、太陽光・風力発電などの再生可能エネル

ギー、等）、③その他土地利用計画（都市、農

地、森林等）に焦点をあて、これらが生物多様性

の損失回避や再生と生態系サービスの改善のうえ

で、どのように効果的かを評価するための枠組み

や方法論について予備的検討を行う。この際、各

政策・施策間でのトレードオフやシナジーに着目

し、トレードオフを最小化しシナジーを最大化す

る施策の評価方法も吟味する。 

目標どおりの成果をあげた。 

全国スケールでの土地利用被覆変化の評価手法を

明らかにした。また、土地利用被覆を始めとする

空間データをもとにOECMを含む保護地域及び再生

可能エネルギーの導入適地や自然災害に対する頑

健性の高い地域の評価手法を検討するとともに、

施策間のトレードオフやシナジーの評価手法、施

策間のコンフリクトを解消する方策や社会実装の

ための議論の進め方についても検討し、公募方針

としてとりまとめた。 

 

 

 

 

 

 

サブテーマ５目標 目標の達成状況 

地域スケールにおける生態系サービス管理と生物

多様性保全・自然再生などの実践の発展に貢献す

るため、地域レベルおよび国レベルの社会経済的

状況と自然的状況を考慮した各種施策や取組みの

目標どおりの成果をあげた。 

地域スケールにおける生物多様性と生態系サービ

スに与える直接要因と間接要因の統合的評価とシ

ナリオ分析に向けて、研究対象地域に求められる
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推進効果やそれらの推進のあり方について、総合

的な視点から評価検討するための予備的検討を行

う。その際、地域レベルと国レベルの各種の施策

や取組み間の関係（トレードオフ・シナジー）に

も注目し、地域の実情に応じた施策間調整につい

ても評価検討するための予備的検討を行う。具体

的には、森里川海の流域圏や地域循環共生圏など

の地域スケールにおいて、サブテーマ１から３で

構築する統合評価モデルを適用し、社会経済活動

や気候変動が地域の生物多様性と生態系サービス

に与える影響を評価するための手法の検討を行

う。 

条件の整理、統合的評価の研究手法の検討、メタ

分析の予備的検討などが進み、公募方針としてま

とめることができた。また、研究対象地域で進め

られる各種研究の連絡調整や地域スケールの施策

や取組みに活用するための地域の多様な関係者と

の連携について検討を進めることができ、本研究

の開始に備えることができた。 
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Ⅱ．成果の詳細 

 

Ⅱ－１ 社会・生態システムの統合評価モデル構築 

 

国立環境研究所 

生物多様性領域      山野 博哉 

社会システム領域         高橋 潔 

 

［要旨］ 

生物多様性の損失を止め、生態系サービスの向上を行うためには、生物多様性の危機要因（直接要因）

をもたらす社会・経済や暮らしに関わるさまざまな社会経済要因（間接要因）の影響を統合的に理解

し、社会変革を行う必要がある。本サブテーマは、これまで主に気候変動分野で開発され適用実績のあ

るアジア太平洋統合評価モデル（AIM）を拡張することで、陸域・海域双方の生物多様性や生態系サー

ビスの予測評価を可能にする統合評価モデルの開発に向けた要件を検討した。間接要因から直接要因を

通じた生物多様性・生態系サービスの評価、及び生物多様性・生態系サービスから社会経済のフィード

バックを検討するために、AIMを拡張するモジュールとして、①間接要因→直接要因モジュール：社会

経済要因から生物多様性の危機要因の空間分布推定、②直接要因→生物多様性・生態系サービス評価モ

ジュール：直接要因から生物多様性・生態系サービスの空間分布推定、③生物多様性・生態系サービス

→社会経済、意思決定モジュール：生物多様性・生態系サービスから社会経済へのフィードバック経路

の特定、生物多様性・生態系サービスからエージェントの意思決定・行動変容の評価、の３つモジュー

ルを設定することとした。この方針に基づき、令和５年度戦略的研究開発課題（S-21）を構成するテー

マ、サブテーマとの連携体制を提案した。 

 

１．研究開発目的 

生物多様性と生態系サービスに与える土地利用や外来生物などの直接要因と社会経済的要因を主とする

間接要因は、改訂される次期の生物多様性国家戦略においても注目されている。社会・経済や暮らしに

関わるさまざまな間接要因が、直接要因を介して間接的に生物多様性や生態系サービスに与える影響の

大きさは、生物多様性及び生態系サービスの総合評価2021(JBO3)でも指摘されている。従来から取り組

まれてきた直接要因への対処に加えて、間接要因にまで踏み込んだ社会変革の必要性が指摘されてい

る。このような中、生物多様性と生態系サービスに与える直接要因と間接要因の統合的理解の深化が求

められている。本サブテーマは、既存の気候変動対策のための統合評価モデル、これまでに蓄積されて

きた生物多様性の損失評価や生態系サービスの将来予測等に関する研究成果を基に、生物多様性、気候

変動及び他の社会経済的要因を統合的に扱い、対策の効果を定量的に評価するための統合評価モデル構

築に必要な課題・要件と、そのための研究体制（S-21移行後のテーマ１のサブテーマ構成）を明らかに

すること目的とする。 

 

２．研究目標 

社会経済的要因と生物多様性・生態系を統合的に評価するモデル開発に必要な課題を検討しモデル

設計を行う。生物多様性の４つの危機を考慮して、土地利用（第１，２の危機に関連）、栄養塩（第３

の危機に関連）、気候変動（第４の危機に関連）を要因として設定し、それらを駆動する社会経済的要

因、それらによる生物多様性・生態系影響、さらに、生物多様性・生態系の変化から社会経済へのフィ

ードバックも視野に入れる。具体的には、社会経済と環境を統合的に扱う統合評価モデルを生物多様性

を考慮して拡張するための要件、価値観・行動様式の変化が土地利用や資源消費・管理に与える影響を

介して、生物多様性と生態系サービスに与える影響をモデル化する手法の開発・適用可能性、さらに生
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態系サービスの変化の社会経済へのフィードバック効果に関する検討を行う。 

 

３．研究開発内容 

これまで主に気候変動分野で開発され適用実績のあるアジア太平洋統合評価モデル（AIM）を拡張す

ることで、陸域・海域双方の生物多様性や生態系サービスの予測評価を可能にする統合評価モデルの開

発に向けた要件を検討した。社会経済要因とその生物多様性・生態系影響に関して各項目の相互関係を

可視化し、AIMでの組み込み可能性についても検討した。気候変動に加え、土地利用・栄養塩等の要因

も考慮した陸域・海域双方の生物多様性や生態系サービスの予測評価を、生物多様性や生態系サービス

に関する代表的な指標を設定し、種分布推定モデルの包含等により空間明示的に行う統合評価に向けた

要件の検討を行った。サブテーマ３と連携して、価値・行動・文化が土地利用や資源消費・管理に与え

る影響の解析に関しては、エージェントベースモデルの開発・適用可能性と、統合評価モデルへの接続

可能性を検討した。生物多様性と生態系サービスの変化が社会経済に及ぼすフィードバック効果に関し

ては、いくつかの主要な生態系タイプ、生態系サービスを対象として統合評価モデルに組み込む方法を

検討した。サブテーマ４とサブテーマ５と連携して全国に加えて地域スケールでの統合評価モデルの社

会適用に必要な要件を明らかにするとともに、サブテーマ２と連携してシナリオ分析や介入可能性の評

価への応用可能性、海外展開の可能性を検討した。 

 

４．結果及び考察 

(1)統合評価モデルの設計 

アジア太平洋統合評価モデル（AIM）の構造のレビューを行い、生物多様性・生態系サービスを解析

するための拡張モジュールの設計方針の検討を行った。AIMは、目的、問いに応じて開発されたモデル

の集合体である。例えば、対策によるマクロ経済への影響に関しては経済評価が可能なCGE（応用一般

均衡）モデルとその地域版のExSSモデル（図-1.1）、どのような技術が温室効果ガス排出削減に有効か

検討するための技術を詳細に扱うEnduse（技術選択）モデル、時間単位での電力需給を明らかにするた

めの電源計画モデル消費行動やライフスタイルの変化の効果を解析するためのライフスタイルモデルな

どが存在する。本プロジェクトでは、経済評価を検討し、社会変革につなげるために、全国に関して

CGE、地域に関してExSSを基盤とし、以下の方針で３つのモジュールの拡張を行うこととした。 
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図-1.1 CGE及びExSSの構造の模式図 

 

CGE/ExSSは、社会経済活動による温室効果ガスの排出や社会経済活動に必要な土地要求量を計算す

ることができる。これらと直接要因（生物多様性の危機要因）に関して、社会経済要因から生物多様性

の危機要因の空間分布推定を行う、①間接要因→直接要因モジュールが必要である。特に、第３の危

機に関連する栄養塩負荷に関しては、これまでCGE/ExSSで扱われておらず、経済活動と事業所などの点

源負荷や土地利用等の面源負荷との接続が必要である。 

生物多様性の危機要因が生物多様性・生態系サービスに与える影響を評価するためには、②直接要

因→生物多様性・生態系サービス評価モジュールが必要である。陸域・海域を対象とした、生物や生

態系サービスの分布推定に関しては、環境研究総合推進費S9やS15等での開発が進んでおり、それらの

成果を活用しながら、下記のフィードバック経路を考慮して対象とする生物や生態系サービスを検討す

る必要がある。 

AIMは、経済的合理性に基づく社会を仮定している。しかし、実際は、人間の行動は価値観など必ず

しも合理的ではない要因に基づく場合がある。生物多様性や生態系サービスから社会へのフィードバッ

クに関しては、生産など直接経済活動に結びつく経路に加えて、価値・行動・文化に結びついた経路を

検討することが必要で、③生物多様性・生態系サービス→社会経済、意思決定モジュールが必要であ

る。エージェントのふるまいを解析するエージェントベースモデルが有効であると考えられる。 

これらの検討に基づき、間接要因から直接要因を通じた生物多様性・生態系サービスの評価、及び

生物多様性・生態系サービスから社会経済のフィードバックを検討するために AIMを拡張するモジュー

ルとして、①間接要因→直接要因モジュール：社会経済要因から生物多様性の危機要因の空間分布推

定、②直接要因→生物多様性・生態系サービス評価モジュール：直接要因から生物多様性・生態系サー

ビスの空間分布推定、③生物多様性・生態系サービス→社会経済、意思決定モジュール：生物多様性・

生態系サービスから社会経済へのフィードバック経路の特定、生物多様性・生態系サービスからエージ

ェントの意思決定・行動変容の評価 の３つを設定することとした。さらに、令和５年度戦略的研究開

発課題（S-21）を構成するテーマ、サブテーマとの連携体制を検討し、図-1.2に示す方針で統合評価モ

デルを設計することした。 
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図-1.2 本プロジェクトでの統合評価モデルの設計及び他テーマ・サブテーマとの連携方針 

 

また、これまでAIMは海外各国とのワークショップを定期的に開催している。本プロジェクトの海外

展開をみすえ、これまでのワークショップで培われたネットワークを活用することが可能である。 

 

(2)公募方針の作成 

以上を踏まえて、下記のような公募方針案を作成した。 

 

＜テーマ１の成果目標＞ 

輸出入を加味したアジア太平洋統合評価モデル（AIM）を拡張することで、陸域・海域双方の生物多様性

や生態系サービスの予測評価（目標年次2050年）を可能にする統合評価モデルの開発を行う。 

・ 社会経済要因（間接要因）、 沿岸域を含む 国土 利用、栄養塩、気候変動（直接要因）と生物多

様性・生態系の相互関係を可視化する。 

・ 陸域・海域双方の生物多様性や生態系サービスに関する代表的な指標の設定、種分布推定モデルの

包含等による生物多様性や生態系サービスの統合 を行う。 

・ テーマ３とテーマ５と連携して、価値・行動・文化が 国土 利用や資源消費・管理に与える影響の

解析に関して、エージェントベースモデル（応用モデルを含む）の開発・適用と統合評価へ 組み

込む。 

・ 生物多様性と生態系サービスの変化が社会経済に及ぼすフィードバック効果に関して、いくつかの

主要な生態系タイプ、生態系サービスを対象として統合評価モデルへ 組み込む。 

統合評価モデルの活用の検討 

・ テーマ４とテーマ５と連携して、全国に加えて地域スケールでの統合評価モデルの社会適用に必要

な要件を明らかにするとともに、テーマ２と連携してシナリオ分析や介入可能性の評価へ応用能性

の評価へ応用する。 

・ 拡張した統合評価モデルの他国への適用要件と拡張した統合評価モデルの他国への適用要件とアッ
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プスケールの方法を検討する。 

 

＜テーマ１のサブテーマ構成＞ 

 S-21での「テーマ１：社会・生態システムの統合評価モデル構築」について、FS期間における予備

的研究を重ねた結果、以下のサブテーマ構成が確定した。 

サブテーマ(1) 社会・生態システムの統合評価モデル開発 

サブテーマ(2)：価値・行動変容と生態系動態を結合させたエージェントベースモデル開発 

サブテーマ(3)：陸域における生物多様性・生態系サービス評価モデル開発 

サブテーマ(4)：海域における生物多様性・生態系サービス評価モデル開発 

 

５．研究目標の達成状況 

目標どおりの成果をあげた。 

アジア太平洋統合評価モデル（AIM）を拡張し、開発すべきモジュールとして、①間接要因→直接要因

モジュール：社会経済要因から生物多様性の危機要因の空間分布推定、②直接要因→生物多様性・生態

系サービス評価モジュール：直接要因から生物多様性・生態系サービスの空間分布推定、③生物多様

性・生態系サービス→社会経済、意思決定モジュール：生物多様性・生態系サービスから社会経済への

フィードバック経路の特定、生物多様性・生態系サービスからエージェントの意思決定・行動変容の評

価 の３つを設定することとし、これらに沿った公募方針を取りまとめた。 

 

６．引用文献 

特に記載すべき事項はない。 
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Ⅱ－２ シナリオと介入策の組合せと評価手法の開発 

 

公益財団法人地球環境戦略研究機関 

戦略マネジメントオフィス        齊藤 修 

サステイナビリティ総合センター         亀井 未穂 

生物多様性と森林領域     譚 瀟洋 

大阪大学 

 大学院工学研究科      松井 孝典 

 

［要旨］ 

生物多様性と生態系サービスに与える直接要因と間接要因の統合的理解の深化が求められている。地域

スケールにおける生物多様性と生態系サービスに注目し、直接要因と間接要因を含めた統合評価および

シナリオ分析のプロジェクト提案と予備的検討に取り組んだ。本サブテーマでは、Nature Future 

Framework (NFF)をはじめとする既存のシナリオの枠組みと事例研究の文献レビューを行い、それを踏

まえて全国スケールと地域スケールでのシナリオ分析（目標年次2050年）を可能にする将来シナリオの

設計準備を行った。その際、①人口動態、経済・産業活動施策群（国際貿易含む）、②フードシステム

と関連施策群、③再生可能エネルギー・緩和関連施策群、④防災減災施策群を対象として、シナリオ毎

にどの政策オプションをどのような強度でどこに配置すべきか、シナリオ分析共通の手続きを明らかに

した。その結果、S-21での「テーマ２：シナリオと介入策の組合せと評価手法の開発」について、FS期

間における予備的研究を重ね、テーマ２については４つのサブテーマからなる公募方針としてまとめる

ことができた。また、日本国内でNFFを用いたシナリオ分析の事例研究の査読付き論文化を進め、英文

学術誌(IF:7.2)で発表することができ、S-21での本格的な研究に備えることができた。よって、目標ど

おりの成果があがった。 

 

１．研究開発目的 

生物多様性と生態系サービスに与える土地利用や外来生物などの直接要因と社会経済的要因を主とする

間接要因は、改訂される次期の生物多様性国家戦略においても注目されている。社会・経済や暮らしに

関わるさまざまな間接要因が、直接要因を介して間接的に生物多様性や生態系サービスに与える影響の

大きさは、生物多様性及び生態系サービスの総合評価2021(JBO3)でも指摘されている。従来から取り組

まれてきた直接要因への対処に加えて、間接要因にまで踏み込んだ社会変革の必要性が指摘されてい

る。このような中、生物多様性と生態系サービスに与える直接要因と間接要因の統合的理解の深化が求

められている。本サブテーマは、全国スケールと地域スケールでのシナリオ分析（目標年次2050年）を

可能にする将来シナリオの設計準備を行うことと、そのための研究体制（S-21移行後のテーマ２のサブ

テーマ構成）を明らかにすること目的とする。 

 

２．研究目標 

気候変動分野で使われている既存の日本版共通社会経済経路（SSP）、IPBESで開発された将来シナリオ

の共通枠組みであるNature Future Framework (NFF)、環境研究総合推進費S-15での将来シナリオを踏

まえて、本研究プロジェクトでの全国スケールと地域スケールでのシナリオ分析を可能にする将来シナ

リオの枠組みと作成プロセスを設計する。その際、①人口動態、経済・産業活動施策群（国際貿易含

む）、②フードシステムと関連施策群、③再生可能エネルギー・緩和関連施策群、④防災減災施策群を

対象として、シナリオ毎にどの政策オプションをどのような強度でどこに配置すべきか、シナリオ分析

共通の手続きを明らかにする。 
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３．研究開発内容 

気候変動分野の既存シナリオ（SSP）、IPBESのNature Future Framework (NFF)、環境研究総合推進

費S-15での将来シナリオを踏まえて、プロジェクト全体で用いる複数の将来シナリオを作成する手続き

を検討した。特にNFFを活用した海外での事例研究の文献レビューを行ったほか、日本国内でNFFを用い

たシナリオ分析の事例研究の査読付き論文化を進めた。 

また、統合評価モデルを使って全国スケール及び地域スケールでのシナリオ分析を行うためのベー

スとなるシナリオ毎の基本フレーム（人口・土地利用・産業）、介入策の組合せを他のテーマに提供す

る方法を検討した。具体的には、①人口動態、経済・産業活動施策群（国際貿易含む）、②フードシス

テムと関連施策群、③再生可能エネルギー・緩和関連施策群、④防災減災施策群を対象として、シナリ

オ毎にどの政策オプションをどのような強度でどこに配置すべきか、シナリオ分析共通の手続きを検討

した。このほか、統合評価モデルの海外展開の具体的なプロセスについても提案した。 

 

４．結果及び考察 

(1)将来シナリオの枠組みに関する文献レビュー 

IPBESのNature Future Framework (NFF)、気候変動分野の既存シナリオ（SSP）、環境研究総合推進

費S-15での将来シナリオを活用した研究の文献レビューを行った。 

 

NFFを用いた研究レビュー 

The Nature Futures Framework(NFF, 図-2.1)は、人間と自然にとって望ましい未来のシナリオとモ

デルの開発をサポートするための枠組みであり、2022年のIPBES第9回総会にて承認された1)。この枠組

みは、人間と自然の関係の多様性に対処する自然中心のシナリオの開発のためのツールを提供し、良好

な生活の質(人間の幸福と自然とのバランスと調和の中でうまく生きることを含む)を達成するために、

地域の自然の価値観に基づいて状況および地域固有の政策オプションを提案することを可能にする。 

 

 

図-2.1 Nature Futures Framework2) 



 

18 

1FS-2201 

 

NFFは、自然の3つの価値の視点を三角形で提示する（図-2.1）。「自然のための自然」の視点で

は、人々は自然を本質的な価値を持っていると見なし、自然を構成する種、生息地、生態系、プロセス

の多様性、そして自然が自律的に機能する能力に価値が置かれる。「文化としての自然」は、社会、文

化、伝統、信仰が多様な生物文化的景観をかたちづくるうえで自然と絡み合っている自然の関係的価値

を重視する。「社会のための自然」の視点は、自然が人々と社会に提供する功利主義的な利益と道具的

価値を強調している。図-2.1の右側に描かれているように、他の知識システムや世界観によって、人間

と自然の関係はさまざまな方法で認識される可能性がある。NFFは、本質的、関係的、道具的価値の概

念に基づいている3)。ただし、3つの価値の視点には重複もあり、本枠組みではそれらの共存と補完性

を可能にし、価値次元に関するPiccolo(2017)4)による批判のいくつかにも対応している。この枠組み

は、人々が「自然」を定義する方法の多様性、および知識のランドスケープ、相互作用、アイデンティ

ティのそれぞれが自然に起因する価値に影響を与えるという認識を可能にする5)。 

NFFに関するIPBESの情報文書2)には、NFFを用いて種の保全を検討する場合の共通する特徴と三角形

の各視点特有の特徴の例が示されている（図-2.2）。この例では、絶滅危惧種の保全はNFFのすべての

ビジョンで達成されるべきだが、シナリオの叙述（ナラティブ）の作成にあたっては、保全と回復の取

り組みの主な焦点である生物種の種類など、「自然のための自然」、「文化としての自然」、「社会の

ための自然」のそれぞれの視点の特徴によって互いに区別されることになる。 

 

図-2.2 種の保全を検討する場合の共通する特徴とNFF三角形の各視点特有の特徴の例 

 

2022年の時点でNFFを用いた研究論文（出版済と査読中）は15編あり、NFFについて言及のある論文

（出版済と査読中）は26編あり2)、今後さらに増えていくと考えられる。 

 

共通社会経済経路（SSP; Shared Socioeconomic Pathways）の研究レビュー 

Shared socioeconomic pathways (SSPs) は、グローバルに構成された気候変動研究チームによって、不

確実性の高い長期将来を予測するため、緩和と適応の二つの軸によって位置付けられる社会の経路とし

て描かれている。図-2.3は、現在最も多く引用されるSSPsのナラティブの原版である。SSPsはSSP1から
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SSP5の５つの世界から構成されており、SSP1が最も緩和策と適応策の行き届いた理想的な世界

(Sustainability)として描かれている。 

 

図-2.3  Shared Socioeconomic Pathways (SSPs)気候変動政策分析のフレームワーク世界版6)  

 

この世界版のSSPsをベースとして、都市版にダウンスケールを行ったのが、都市版のSSPs7)である。

この中では、詳細な社会、経済、環境、都市構造の指標を含み、各セクターにおける定量的評価へつな

げることを意図している。そこで、社会経済シナリオのストーリー、指標をもとに考察を行う定性的な

分析と、シナリオをベースに各セクターの詳細なパラメータを設定し行う定量的分析との総合的評価の

重要性を提示している（図-2.4）。このシナリオナラティブ（叙述）は、都市構造や産業の変遷、人々

の価値観などの変化の予測も含み、各分野（建築物、交通、土地利用、エネルギー、水、資源等）の定

量分析を行うための共通した推測（Assumptions）としての機能を持つ。東京都の分析においては、こ

のシナリオナラティブをもとに、建築物の寿命の予測と、ストックの長期変遷、建築分野からの二酸化

炭素排出量の予測が行われている。 

 

 

図-2.4 都市版SSPs: 東京都のシナリオ Narratives7) 

 

 このような分析結果をもとに、日本版のSSPsのBuilt Environmentについて構築を行ったものが図-2.5

となる。この中では、都市版SSPsの中で行った都市構造や建物ストックの変遷の分析が指標として組み

込まれており、さらに地域の循環経済のシステムを考察するための、地域の消費や生産、ライフスタイ

ル、通勤、エネルギー消費量などの指標も新たに加えられている。また、特にSSP1（Sustainability）の

世界が２つのSSP1(Beyond growth)とSSP1(Growth dependence)として描かれており、SSP1(Beyond growth)

については、自然に基づく解決策(nature-based solutions (NbS))の要素が技術的イノベーションとの組み

合わせとして、新たな都市発展の経路として考察されている（図-2.6）。 
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図-2.5 日本版SSPs Built Environmentの６つの経路の概念図8) 

 

 

図-2.6 ２つのSSP1 (Sustainability): SSP1 Beyond GrowthとSSP1 Growth dependence8) 

  

SSP1 Beyond growthについては、特にCovid-19による世界的感染と気候変動による異常気象の増加な

どの社会的情勢により、現在の都市の機能からの転換によるレジリエントな社会へのトランジションが

考察されている。その中で、自然資源の普及や保存、行き届いたマネジメントを通して、人々の生活環

境や地域経済、森林、生物の多様性がバランスよく、相互に便益となるような関係性を築くことが、気

候変動対策や国土全体の持続可能性にとっても重要である。 

 

環境研究総合推進費S-15での将来シナリオを活用した研究レビュー 

＜全国将来シナリオの構築＞ 

S-15では、全国レベルの将来シナリオに関しては、研究者及び政策立案者を対象としたアンケート調査に基づ

き、将来シナリオの構成にあたり2軸が設定されている。第1軸（横軸）は人口を切り口とするものであり、現在の都

心部や市街地に今後人口がさらに集中するか、それとも今後は郊外や田舎により分散していくかというものである。

第2軸（縦軸）は社会で今後重視する資本を切り口とするものであり、国内の自然資本をより積極的に活用してい

くか、それとも国外の自然資本や人工資本をより積極的に活用していくかというものである。これら2軸で構成され

る4つのシナリオを、「自然資本・コンパクト型社会」「自然資本・分散型社会」「人工資本・コンパクト型社会」「人

工資本・分散型社会」と名づけられている（図-2.7）（より詳細な陸域版・海域版についても作成している）。 
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図-2.7 S-15(PANCES)の全国シナリオ 

＜地域事例サイト＞ 

S-15では地域サイトでは、それぞれの地域特性に応じて全国シナリオを地域サイトにダウンスケー

ルする方法、主要なステークホルダー参加型ワークショップ（複数回）によるボトムアップによる方

法、両者を組み合わせたハイブリッド方式で実施された。こうした異なるシナリオ作成のアプローチ、

作成されたシナリオ、評価指標、空間解像度などを整理したのが表-2.1である。 

 

表-2.1 推進費S-15での地域事例サイトでの将来シナリオ分析の概要 
 

能登半島 佐渡島 別寒辺牛川集水域 石西礁湖 

シナリオ

作成方法 

全国版PANCESシナリオ

をダウンスケールして作

成（トップダウン） 

参加型ワークショップを2

回開催して、地域シナリオ

を作成（ボトムアップ） 

全国版PANCESシナリオを基礎とし

て、地域住民の関心を反映した地域版

シナリオ作成（ハイブリッド） 

全国版PANCESシナリオを踏

まえつつ、住民参加型のワ

ークショップを通じて作成 

シナリオ BAU 

自然資本・コンパクト(NC),  

自然資本・分散(ND),  

人工資本・コンパクト(PC), 

人工資本・分散(PD) 

人口減少の度合いと重視

する産業（農業vs観光）の

組合せで６種類のシナリ

オ（温故知新、環境リゾー

ト、オンリーワン、自給と充

足、機械と生きる、宝島） 

１．再生エネルギー利用解析 

牧草地の放置面積の拡大速度(6段

階)、太陽光パネル設置面積の拡大速

度(6段階）、RCP(2.6と8.5). 62ｼﾅﾘｵ 

２．陸域から沿岸への影響解析 

自然資本・コンパクト(NC), 自然資本・

分散(ND), 人工資本・コンパクト(PC),人

工資本・分散(PD) 

「自然資本活用-人工資本活

用」の軸と「観光開発-地域社

会の保護」から形成される４つ

のシナリオ：自然資本・観光重

視、自然資本・地域コミュニテ

ィー重視、人工資本・観光重

視、人工資本・地域コミュニテ

ィー重視 

モデル Land change modeler 

(LCM), InVEST 

Spatial multinomial logit 

model (SMNL), spatial error 

model (SEM), InVEST, HSI 

陸域：森林景観モデル(LANDIS-II)(1・2) 

海域：厚岸湾・厚岸湖における流動・生

態系動態統合モデル(2) 

４つのシナリオに対して主要

となる産業を想定し、サンゴ

礁の多種多様な生態系サー

ビス、海洋保護区の関連づけ 
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空間精度 100m 100m 100m （陸域） 

475m （海域） 

海洋保護区の単位グリッド

(2km x 2km) 

評価指標 ・食料生産ポテンシャル 

・水収量 

・炭素貯留 

・水質浄化 

・累積可視領域 

・Satoyama Index 

・食料生産 

・炭素固定 

・水質浄化 

・トキの生息地提供 

１．再生エネルギー利用解析 

・地上部バイオマスの多様度 

・クマタカの生息適正指数 

・シマフクロウの生息適地指数 

・再生可能エネルギー供給量 

２．陸域から沿岸への影響解析 

・河川の栄養塩濃度 

・沿岸の一次・二次生産量 

・淡水流入・塩分変動 

サンゴ礁の自然資本と生態系

サービスの維持に有効な海

洋保護区に関する３つの指標 

・保護する目的 

・保護対象種 

・保護の強度 

 

(2)公募方針の作成 

以上の既存研究レビューを踏まえて、下記のような公募方針案を作成した。 

 

＜テーマ２の成果目標＞ 

・ 気候変動分野で使われている既存の日本版共通社会経済経路（SSP）、IPBES で開発された将来シナ

リオの共通枠組みである Nature Futures Framework (NFF)、環境研究総合推進費 S-15 での将来シ

ナリオを踏まえて、本研究プロジェクトでの全国スケールと地域スケールでのシナリオ分析を可能

にする複数の将来シナリオ（目標年次 2050 年）を作成する。 

・ 統合評価モデルを使って全国スケール及び地域スケールでのシナリオ分析を行うためのベースとな

るシナリオ毎の直接要因と間接要因の基本フレーム（人口・国土利用・産業）、介入策の組合せを他

のテーマに提供する。 

・ 具体的には、①人口動態、経済・産業活動施策群（国際貿易含む）、②国土・インフラ（防災・減災

を含む）施策群、③再生可能エネルギー・緩和関連施策群、④フードシステムを軸とするライフスタ

イル関連施策群を対象として、シナリオ毎にどの政策オプション（介入策）の組合せをシナリオ分

析共通の手続きで明示する。 

・ シナリオ探索・ネクサス可視化ツール及び情報プラットフォームを開発・運用する。 

・ プロジェクト全体の研究成果を広く社会と共有・行動変容を促すための国民との対話（市民会議

等）、企業向けセミナー、メディア連絡会を開催する。 

・ テーマ１と連携して主にアジア地域を対象として統合評価モデルの海外展開を図る。 

 

＜テーマ２のサブテーマ構成＞ 

S-21での「テーマ２：シナリオと介入策の組合せと評価手法の開発」について、FS期間における予

備的研究を重ねた結果、以下のサブテーマ構成が確定した（図-2.8）。 

 サブテーマ2-(1)：将来シナリオと介入策の組合せの作成・国際展開 

サブテーマ2-(2)：人口・国土・インフラの将来シナリオと介入策 

サブテーマ2-(3)：ライフスタイルの将来シナリオと介入策 

サブテーマ2-(4)：社会・消費・産業のネクサス構造の可視化と介入策 
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図-2.8 S-21でのテーマ２のサブテーマ構成と他のテーマと関係についての概念図 

 

2-(1)：将来シナリオと介入策の組合せの作成・国際展開 

・S-21全体を統括するとともに、テーマ２の総括として、サブテーマの研究成果を統合する役割を担

う。 

・テーマ4と5と連携して全国と地域スケールでの現状維持（BaU）と複数の将来シナリオを設計し、

シナリオ毎のストーリーラインに応じた人口動態、経済・産業構造、国土・インフラ、再生可能エ

ネルギー、ライフスタイル関連施策の組合せを提案する。 

・プロジェクト全体の研究成果を踏まえた政策立案支援と情報発信・公開を効果的に進めるためのシ

ナリオ探索・可視化ツール及び情報プラットフォームを開発・運用する。その際、資金調達の新た

なメカニズム等の介入策の導入可能性と各主体（行政、企業、市民等）の行動オプションを提案す

る。 

・テーマ１と連携して主にアジア地域を対象として統合評価モデルの海外展開を図る。 

2-(2)：人口・国土・インフラの将来シナリオと介入策 

・統合評価モデルへのインプットとして、生物多様性シナリオ（S-15）と気候変動シナリオ（日本版

SSP）を踏まえ、近年の人口動向を反映する全国及び地域の人口分布の複数シナリオを構築する。 

・叙述シナリオから人口・国土利用の定量化方法を特定し、統合評価モデル及び他テーマへインプッ

トする。 

・人口シナリオに連動した国土利用の変化を踏まえ、グレー・グリーンインフラ及び都市・農山漁村

の関係を検討する 

・防災・減災等を含む国土・インフラに関する具体的な施策群を主な対象とし、テーマ４とテーマ５

と連携してシナリオ分析を実施する。 

2-(3)：ライフスタイルの将来シナリオと介入策 

国

地域

グローバル

2020 2050 

Future pathways

2030 

人口動態

経済産業
施策群

        ・   
    施策群

再生可能エネ
ルギー・緩和関

連施策群

国土・イ
ンフラ施

策群
BaU

シナリオC

全国将来シナリオ
（テーマ４と連携）

里山
森川
里海

都市

各種施策の
地域展開

グローバルサプライチェーン

サブテーマ2-(2)

サブテーマ2-(4)

サブテーマ2-(3)
人口動態

経済産業
施策群

        ・   
    施策群

再生可能エネ
ルギー・緩和
関連施策群

国土・イ
ンフラ施

策群
BaU

シナリオC

地域サイトの将来シナリオ
（テーマ５と連携）

施策調整

経済産業
施策群

        ・
       

施策群

再生可能エ
ネルギー・

緩和関連施
策群

国土・インフ
ラ施策群

人口
動態

サブテーマ2-(1) 全体統括

社会・消費・産業
のネクサス構造

自然のための自然
Nature for nature

Nature as culture
文化としての自然

Nature for society
社会のための自然

Nature Futures Framework (NFF)

自然資本活用

人口集中 人口分散

人工資本活用

自然資本・
コンパクト型社会

自然資本・
分散型社会

人工資本・
コンパクト型社会

人工資本・
分散型社会

PANCESシナリオ (Saito et al., 2018)

日本版SSPs Built Environmentの６つ
の経路の概念図 (Kamei et al., 2021)

（テーマ３と連携）

シナリオ作成 国際展開
情報プラットフォーム・

ツール群開発

テーマ１

テ
ー
マ
５

テ
ー
マ
４

テーマ３

現状

既存の将来シナリオ・枠組み

代表：齊藤 分担：亀井、譚、岡野、高橋、三輪、雇用予定1名
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・ネイチャーポジティブ・脱炭素型ライフスタイル、とくに食生活とフードシステムの転換に焦点を

合わせる（例：食料廃棄削減、肉・乳製品代替、低投入型の養殖、再生農業等による食品の普及、

地産地消・旬産旬消、プラスチック包装を用いない食品購入等）。 

・居住・食料システム等の変革シナリオに対応する食生活転換アプローチを明らかにする（例：消費

者情報、流通・小売の改善、農林水産業や自然再生等への市民参加・協働）。 

・上記アプローチにデジタル技術及び既存政策・ツール（例：健康増進、地産地消、製品ラベル表示

等）を組み合わせる効果を評価する。 

・テーマ３と連携し食生活とフードシステムの転換による生物多様性・脱炭素・健康等への多面的な

効果を検証する。 

2-(4)：社会・消費・産業のネクサス構造の可視化と介入策 

・生物多様性に関わる社会（国土・インフラ）、消費（ライフスタイル・行動変容）とサプライチェ

ーンを通じた生産（産業活動）との関連（ネクサス）を定量的に分析するフレームワークを構築す

る。 

・各要素の将来シナリオに応じて介入策により社会変革を効果的に促すための鍵となるセクター・活

動を特定する。 

・ネイチャーポジティブに向けて生物多様性に関わる複数の環境問題（気候変動・自然資源利用）の

連関を複合的に捉えたネクサス構造の可視化方法の開発と介入策の導入効果を予測評価する。 

・開発したネクサス構造の評価方法の民間企業への適用可能性をいくつかの代表的な産業セクターで

検証する。 

 

なお、面接審査会（二次審査）では、生態系サービスの国外依存の分析対象とその範囲、政策オプ

ション・介入策の具体例、プロジェクトの成果の国際発信、防災・減災で扱う災害の種類とグリーンイ

ンフラの種類、ネイチャーポジティブなライフスタイルと生物多様性の回復の関係等について質問・コ

メントがあった。このうち、生態系サービスの国外依存については特にフード関連セクターを中心に国

別の産業連関表を用いた分析を行うこと、プロジェクトの成果の国際発信についてはIPBES、IPCC等と

連携して進めていくこと、防災・減災で扱う災害とグリーインフラの種類は、サブテーマ4-(4)「自然

災害に対する脆弱・頑健性の評価」と連携して絞り込みを行うこと、生物多様性の回復の観点をネイチ

ャーポジティブなライフスタイルの評価基準のひとつとして検討していくこととなった。これらの点を

踏まえて2023年度からの研究計画の見直し・改善を図った。 

 

(3) NFFを活用した国内事例研究の論文化 

S-15での地域事例サイトのひとつである北海道の別寒辺牛川流域を対象として、NFFを用いたシナリ

オの作成し、それぞれのシナリオ共通の指標、NFFの３つの価値の視点に応じた固有の指標をそれぞれ

設定し、生物多様性と生態系サービスの変化を2100年まで予測評価するシナリオ分析を試みた。その成

果を論文化し、Sustainability Science誌（IF:7.2）に採択された9)。以下がその要旨の和訳である。 

 

＜要旨＞ 

自然の複数の価値を認識するシナリオを想定することは、地域の社会生態学的システムの変革を設計す

るために必要である。本研究では、(1)ネイチャーポジティブ・フューチャーズの探索、(2)複数価値の

ビジョンを満たすターゲットの代替経路の探索、(3)ターゲット達成のための主要な直接的な要因のス

クリーニングからなる多目的最適化フレームワークを用いたシナリオ分析において、Nature Futures 

Framework(NFF)を運用するための3つの仕様を有するプロトコルを開発した。本研究では、北海道の農

村景観を事例として研究した。まず、2015年から2100年にかけて、森林ランドスケープモデルLANDIS-

IIを用いて、ランドスケープ管理オプションの110の戦略をシミュレーションした。シミュレーション

では、各年のNFF値と戦略の4つの統合指標のデータフレームを開発した。第二に、ネイチャーポジティ

ブ戦略は、共通の価値を用いてスクリーニングした。次に、パレート最適戦略を特定して、同様に優れ
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た解を得た。最後に、より健全な自然とポジティブな未来を達成するための主要な介入オプションを決

定木分析を用いて特定した。本研究で開発したプロトコルは、(1)NFFビジョンを満たす複数の、しかし

少数のネイチャーポジティブおよびパレート最適戦略、(2)ネイチャーポジティブであるがパレート最

適戦略ではない、および(3)非ネイチャーポジティブ戦略を特定した。ほとんどのパレート最適戦略で

は、最大価値の視点は時間とともに変化した。本プロトコルはまた、対象サイトで3つの異なるNFF価値

の視点を達成するための主要な介入オプションを特定した:(1)林業における皆伐または間伐、および

(2)農業およびエネルギー部門での放棄牧草地への太陽光発電の設置。地域の景観管理への影響、NFFの

叙述（ナラティブ）を地域化（ローカライズ）して将来のシナリオを開発し、NFFのモデリングの実践

について考察した。本プロトコルは特定のモデルと指標に依存していない。したがって、多様なスケー

ルに適用可能な本プロトコルは、あらゆる地域のシナリオとモデル実装に適用可能であり、もっともら

しく、実現可能で、ポジティブな未来を想像し、今後の利害関係者の協働をデザインすることを支援で

きる。 

 

５．研究目標の達成状況 

目標どおりの成果をあげた。 

プロジェクト全体の研究統括を行い、S-21の公募方針をとりまとめた。NFFを活用した将来シナリオ分

析の事例についての文献調査、SSP及びS-15での将来シナリオのレビュー、将来シナリオ作成するため

の準備を進めた。また、NFFを活用した国内での事例研究を行い、その成果を査読付き論文として英文

学術誌(IF:7.2)で発表した9)。 
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Ⅱ－３ 価値・行動・文化と生物多様性の相互関係分析 

 

京都大学 

大学院地球環境学堂        深町 加津枝 

 

［要旨］ 

日本のランドスケープにおけるライフスタイルや価値観の投影としての生物多様性、生物文化多様

性と社会経済の相互関係の解明が求められている。生物多様性に支えられた地域の文化の継承、地域の

生物多様性の保全との関わりに注目し、関連するデータを体系的に収集、整理した。その上で生物多様

性指標フレームワークを適用して、地域性を反映した文化多様性と生物多様性との連関の類型化を行っ

た。さらにワークショップを行い、関係性価値についての議論を深めた。また、生物多様性や生態系サ

ービスから受ける影響、人々の価値観・行動の変化が与える影響の相互関係を評価する手法について、

人々のライフサイクルの中での環境配慮行動や環境への間接的な影響する価値観に注目しながら環境経

済学の手法などを用いた予備的な検討を進めることができ、本研究の開始に備えることができた。よっ

て、目標どおりの成果があがった。 

 

１．研究開発目的 

日本の様々なランドスケープにおけるライフスタイルや価値観の投影としての生物多様性、生物文

化多様性の関係を視覚化、類型化し、地域の生物多様性と社会経済の相互関係を明らかにする。そうし

た価値やその分布がどのように変化していくのか、そうした価値を高めるためにはどのような施策が重

要となるか明らかにする。個の多様性と集合性に着目し、複数の価値の競合と交渉のメカニズムを明ら

かにした上で、価値アセスメントの理論的枠組みを具体化するとともに、価値の共創を可能にし、主体

の変容を促す教育実践を地域社会とコデザインする。価値観の地域差、 個人属性による差 を多角的に

把握する定量尺度を開発し、尺度と社会文化・生態系との関連を可視化し、制度・教育を通じた価値観

の変容が、人々の行動を通じて社会文化・生態系に働きかける作用を実証的に明らかにする。 

 

２．研究目標 

本サブテーマでは、生物多様性に支えられた地域の文化の継承と、地域の生物多様性の保全との関

わりを実証的に示す方法を明らかにするとともに、地域性を反映した文化多様性と生物多様性との連関

の類型化を行う。そのうえで、生物多様性や生態系サービスから受ける影響、人々の価値観・行動の変

化が与える影響の相互関係を評価する手法を、人々のライフサイクルの中での環境配慮行動や環境への

間接的な影響に気づかせる生活上の価値観に注目しながら予備的な検討を行う。 

 

３．研究開発内容 

ライフスタイルや価値観の投影としての生物多様性、さらには人が生み出した文化と生態系の相互

作用の豊かさを評価するものとして生物文化多様性を位置づけ、価値を共有する人々や地域社会のネッ

トワークやコミュニティーの構築につなげるための概念枠組みを作成した。そのうえで、全国の森林、

河川、草地など主要な生態系を対象に、生物多様性に支えられた地域の文化（有形・無形）の実例を生

物多様性地域戦略や文化財に関する既存文献や伝統・地域知に関する蓄積データを体系的に探索し、分

析方法と可視化・類型化の手法を特定した。人の価値観や行動を評価する上で必要となる分析軸を抽出

し、行動経済学に基づき、生態系サービスや生物多様性に関わる人々の行動特性とそのパターンの背景

にあるメカニズムの検討を行った。社会心理学的な観点からのパス解析モデルを用い、環境経済学の視

点から提起された生物多様性に関する価値観、実際の環境配慮行動に対する個人の意思決定過程との関

連を解明する手法を検討した。 
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４．結果及び考察 

（１）生物文化多様性指標フレームワークの検討 

生物多様性に支えられた伝統知・地域知と地域文化に関するデータ分析手法として、「生物文化多

様性指標フレームワーク」を応用し、伝統知・地域知と地域文化を具現化する要素、それら要素を表現

する指標を特定するものとした。検討した結果、このフレームワーク（図１）を用いることにより、

１）既に確立された、伝統行事、食文化などの「事象」、２）そうした事象にまつわる人々の経験、価

値観、利用実態、さらには３）保全・利用促進に向けた取り組み・施策などにわたって、関連する要素

や指標を包括的に捉えることができることを確認した。例えば、祭などの伝統行事について、開催頻度

や参加者数、参加動機などを指標として、定量・定性的に活動実態を把握し、保存会・登録制度の有無

などを指標とすることにより、保全・管理に向けた意図的介入の程度を把握することができる。この

際、既存の全国データの有無を調査し、不足するデータについては全国アンケート調査を実施すること

でフレームワークの適応が可能と考えられた。 

「生物文化多様性指標フレームワーク」を今後の研究や社会実装につなげる上では、里山、都市・

都市近郊などのランドスケープなど日本の代表的・典型的なランドスケープを対象にした事例調査を実

施し、特定できた指標群の適用性を検証する必要がある。こうした過程において、文化を考慮した「生

物多様性ホットスポット」の特定、地域住民の多様なライフスタイル・価値観を空間的に表現すること

により、公共政策の意思決定や市民活動への住民の参加を促進する、参加型地図情報システム（Public 

Participation GIS: PPGIS）を用いることの重要性が示唆された。 

 

（２）関係性価値ワークショップの開催 

関係性価値ワークショップを2022年10月14日（金）10時より17時まで、京都大学農学部総合館にて

開催した（ハイブリッド開催で参加者は14人）。ワークショプでは、午前中に価値評価報告書のChair

を務めたUnai Pascual氏、２章のLead AuthorであったRachelle Gould氏よりIPBESで2022年7月11日に

発表された価値評価報告書での評価枠組み、特に「関係性価値」の概念を取り込んだ評価についての講

演が行われた。また、福永真弓氏（東京大学）より環境倫理学の視点から環境に関する「価値」の系譜

について、石原広恵氏・斉藤智美氏（東京大学）より最近のRelational Values やShared Values に関

する研究動向について発表があり、「関係性価値」の概念についての議論を行った。午後には、落合知

帆氏（京都大学）の滋賀県比良三陸での事例研究、田村典恵氏（事業構想大学院大学）の宮城県南三陸

の事例紹介に基づき、関係性価値を明らかにするための方論についての議論を深めた（図-3.1）。 

議論の中では、「関係性価値（Relational Values）」に関して、それが価値の一部なのか、それと

も人間が自然と結ぶ関係性、あるいは自然の管理を通じて人間同士が結ぶ関係性そのものなのか、など

についての論点整理が行われた。IPBES のValues Assessment Report においては、関係性価値は、価

値の一部として位置付けられ、Specific ValuesのひとつとしてIntrinsic Values（内在的価値）や

Instrumental Values（道具的価値）に並列されている。そのため、価値（values）の一部として位置

付け流ことにより、望ましい「価値がある」関係性に限定される。比良山麓や南三陸の研究事例から関

係性価値を検討することにより、災害といったネガティブな自然との関係性や、自然とのアンビバレン

トな関係性を捉えられることの重要性が共有された。 
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図-3.1 関係性価値ワークショップ（2022年10月14日、京都大学） 

 

（３）人々の価値観・行動と生物多様性の相互関係を把握する手法の検討 

近年、子どもたちの自然体験が減少しており、急速な都市化などが要因として考えられる。自然体

験がもたらす影響は、健康、感情、自然に対する態度、行動という４つに分類され、それぞれが密接に

関連していることが指摘されている。自然体験は自然との感情的つながりと環境態度を媒介して、環境

配慮行動を高める。都市地域と田舎地域に住んでいた大学生・大学院の学生を対象に、小学生のときの

自然体験と環境配慮行動との関わりを明らかする予備的長を設計し、図-3.2に示した因果関係モデルの

妥当性を検証した。手法として、自然体験の種類ごとに体験地域（都市/田舎）による体験頻度の差に

ついてt検定、居住地域（都市/田舎）と体験地域（都市/田舎）の2要因による体験頻度の差について分

散分析を行うものとした。また、環境態度に関しては因子分析を行い、共分散構造分析により自然体験

と自然との感情的つながり、環境態度、環境配慮行動の関係を表す図3.2のモデルの検証を行ない、手

法の妥当性について議論を深めた。分析の結果からは、居住地域（田舎）の大部分の学生は、小学生の

ときに田舎での自然体験があることが示された。居住地域

（都市）では、頻度が高かった「昆虫採集」・「植物採

集」・「園芸」・「木登り」は都市での体験であったが、頻

度が低かった「川での水遊び」・「海や川で魚を釣ったり貝

を釣ったりする」・「野鳥観察」・「登山やハイキング」は

田舎で体験される傾向があった。小学生のときの自然体験は

自然との感情的つながりを媒介として環境態度と環境配慮行

動に正の影響をもたらすことが推察された。しかし、環境態

度には負の影響を与え、環境配慮行動には有意な差をもたら

さなかった。環境態度や環境配慮行動に正の影響をもたらす

子どもたちの自然体験のあり方、自然体験以外での影響要因         

のさらなる解明が必要であることが示唆された。 

次に、広島県の神石高原町を農村、広島市を都市と見立てた住民を対象にしたアンケート調査結果1)

に基づき、居住地域と地域における人々の関わり方を比較する環境経済学の手法について議論を行っ

た。神石高原町の回答者の方が地域活動への参加頻度が高く、近隣住民との交流も盛んであった。これ

まで定性的に述べられてきた農村における人と地域の関わりの強さが、現在においても様々な部面で記

述的妥当性を有していることが定量的にも支持された結果が得られていることは、今後の調査研究を進

める上で重要な知見となった。また、農村地域における自治会という存在の捉え方、先述の地域活動へ

の積極的な参与、並びに近隣住民との盛んな交流の実態が、農村移住を検討している都市住民や新規の

移住者に心理的な垣根として受け取られる可能性が示唆されていた。こうした調査結果及び考察に基づ

き、今後の調査研究の手法や政策的な介入という観点からの議論を深めることができた。 

図-3.2 自然体験の効果 
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（４）公募方針案の作成 

目標を達成する下記のような公募方針案を作成した。テーマ３全体としての研究枠組みは図-3.3に

示す通りである。ランドスケープにおける生物文化多様性の関係、および人々が自然に見い出す価値を

解明し、テーマ５と連携して地域の生物多様性と社会経済の相互関係を明らかにする。また、複数の価

値の競合と交渉のメカニズム、尺度と社会文化・生態系との関連を可視化するとともに、テーマ１、２

と連携し、価値・行動・文化が 国土 利用や食生活などの資源消費・管理に与える影響を検討する。テ

ーマ１ 、 ５と連携し、価値の共創を可能にし、主体の変容を促す教育実践を地域社会の多様な主体参

加型でデザインするものとした。 

 

テーマ３の成果目標 

・ 日本の様々なランドスケープにおけるライフスタイルや価値観の投影としての生物多様性、生物文

化多様性の関係を視覚化、類型化し、地域の生物多様性と社会経済の相互関係を明らかにする。 

・ 人々が自然に見い出す価値とその背景は何か、ランドスケープが変わることによってそうした価値

やその分布がどのように変化していくのか、そうした価値を高めるためにはどのような施策が重要

となるか明らかにする。 

・ 個の多様性と集合性に着目し、複数の価値の競合と交渉のメカニズムを明らかにした上で、価値ア

セスメントの理論的枠組みを具体化すると ともに、価値の共創を可能にし、主体の変容を促す教育

実践を地域社会とコデザインする。 

・ 価値観の地域差、 個人属性による差 を多角的に把握する定量尺度を開発し、尺度と社会文化・生

態系との関連を可視化し、制度・教育を通じた価値観の変容が、人々の行動を通じて社会文化・生

態系に働きかける作用を実証的に明らかにする。

 

図-3.3 テーマ３の研究枠組み 

 

S-21での「テーマ３：価値・行動・文化と生物多様性の相互関係分析」について、FS期間における予備

的研究を重ねた結果、以下のサブテーマ構成が確定した。 

 サブテーマ3-(1)：自然がもたらす多様な地域文化と生物多様性 

サブテーマ3-(2)：自然がもたらす価値とその背景要因 

サブテーマ3-(3)：生物多様性に関する価値の協働創出と参加型教育デザイン 

サブテーマ3-(4)：複数の価値観と行動の諸側面の関係の可視化 
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3-(1) 自然がもたらす多様な地域文化と生物多様性 

・ テーマ３の総括として、サブテーマの研究成果を統合する役割を担う。 

・ 都市、里山、里海など日本の様々なランドスケープにおける生物多様性に支えられた伝統・地域

知、地域文化に関するデータを景観生態学の観点から分析する。 

・ ライフスタイルや価値観の投影としての生物多様性、生物文化多様性の関係をGISなどを用いて可

視化・類型化を行う。 

・ 地域の生物多様性と社会経済の相互関係を事例研究に基づき明らかにする。 

3-(2) 自然がもたらす価値とその背景要因 

・ 自然がもたらす価値とその背景要因について、環境経済学とIPBES での価値アセスメントでの成

果を踏まえて検討する。 

・ 気候変動や人口減少といった大きな社会の変化の下で、①人々が自然に見い出す価値とその背景

は何か、②ランドスケープが変わることによってそうした価値やその分布がどのように変化して

いくのか、③そうした価値を高めるためにはどのような施策が重要となるか、定量的に分析する

（サブテーマ 3-(1)、テーマ５と連携）。 

3-(3) 生物多様性に関する価値の協働創出と参加型教育デザイン 

・ 関係的価値などの価値の文化的フレームについて、個の多様性と集合性に着目し、複数の価値の

競合と交渉のメカニズムを解明する（サブテーマ3-(4)と連携）。 

・ IPBESの価値アセスメントの理論的枠組みを事例をもとに具体化し、その知見を踏まえた価値アセ

スメントとガバナンスの理論形成を行う。 

・ 価値の 協働創出 を可能にし、主体の変容を促す教育実践を、地域社会を中心に多様なステーク

ホルダーと共にデザインし実装する（テーマ１、５と連携） 。 

3-(4) 複数の価値観と行動の諸側面の関係の可視化 

・ 地域差、都市農山漁村間の差、そして年代差といった異なる時空間における価値観を多角的に把

握する定量尺度を開発し、事例調査・分析を通じてそれら尺度と社会文化・生態系との関連を可

視化する （サブテーマ3–(3)、テーマ５と連携） 。 

・ テーマ1、2と連携し、制度・教育を通じた価値観の変容が、人々のライフスタイル（消費活

動）、文化継承、地域活動、自然保全等の行動を通じて、社会文化・生態系に働きかける作用を

検証する。 

・ 価値観の変容と行動変化の結びつきにおいて、社会の物質的・文化的・経済的条件等が及ぼす影

響を踏まえた人々の行動モデルを定式化しつつ、それらを実証的見地から検証する（テーマ1 、

サブテーマ3-(3)、テーマ５と連携）。 

 

５．研究目標の達成状況 

目標どおりの成果をあげた。 

地域文化と生物多様性との関わりを示す方法として、「生物文化多様性指標フレームワーク」を取り上

げ、生物多様性と関わる地域文化について、１）既に確立された伝統行事、食文化などの「事象」、

２）人々の経験、価値観、利用実態、３）保全・利用促進に向けた取り組み・施策という３つの類型に

ついて検討した。さらに、居住地域との関わり方に関する農村住民と都市住民の比較調査や小学生時の

自然体験とその後の環境意識の関係などから、人々のライフサイクルの中での環境配慮行動や環境への

間接的な影響についての予備的検討を行い、公募方針としてまとめることができた。 

 

６．引用文献 

1) 山根史博・三垣穂菜美（2023）居住地域との関わりに関する農村住民と都市住民の比較調査，農村

計画学会論文集vol.3 No.1:19-25 
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Ⅱ－４ 統合評価モデルとの連携による全国スケールでのシナリオ分析と社会適用 

 

東京大学 

大学院農学生命科学研究科        橋本 禅 

 

 

［要旨］ 

  全国レベルでの社会経済シナリオをもとに、我が国の喫緊の課題である生物多様性の保全、再生可

能エネルギーの導入、自然災害に対して頑健な国土利用のあり方を検討するための土地利用と生態

系サービスのシナリオ分析の枠組みを検討した。具体的にはまず、①土地利用・被覆と生態系サー

ビスのシナリオ分析、②保護地域・OECM・自然再生等による生物多様性の保全効果の評価、③気候

変動緩和策としての再生可能エネルギーの導入策の評価、④自然災害に対する脆弱性・頑健性の評

価それぞれの課題について、評価の枠組みを検討し、研究開発の要素を明らかにするとともに、各

枠組みを土地利用・被覆変化モデリング・生態系サービス評価のプロセスに統合し、全国レベルで

の空間明示的な土地利用・生態系サービスのシナリオ分析が可能な枠組みを設計した。以上の結果

を公募方針として取りまとめるとともに、各分野の専門家の意見を聞き、研究推進の体制を整え

た。 

 

 

１．研究開発目的 

気候変動と生物多様性は相互依存関係にあり、持続可能な社会に導くためには、生物多様性対策と

気候変動対策への同時対処が必要である。他方で、わが国では近年、気候変動を背景に頻発化・激甚化

する洪水や土砂災害などの自然災害への対応も喫緊の課題となっている。わが国がおかれた状況は都市

化や農地開発、森林伐採等が生物多様性の低下の主因である他の多くの国と異なり、長期的な人口減少

や過疎化による農地や森林を含む国土への人々の働きかけの低下を前提に、生物多様性対策と気候変動

対策、防災・減災対策の両立を実現する国土の再編成が求められている。本研究の目的は、全国レベル

での社会経済シナリオをもとに、生物多様性保全、再生可能エネルギーの導入、自然災害の頑健性の評

価の基盤となる沿岸域を含む国土利用のシナリオを作成することである。この際に、複数の将来シナリ

オのもとで想定される国土利用の変化とその生態系サービスへの影響を明らかにするとともに、将来シ

ナリオが生物多様性保全や気候変動緩和策としての再生可能エネルギーの導入、自然災害の頑健性・脆

弱性に与える影響を分析する。また、生物多様性保全、再生可能エネルギーの導入、自然災害の頑健性

の向上の観点で求められる国土利用の適合性や要件の両立・競合関係の構造とその空間分布を明らかに

し、生物多様性保全、気候変動緩和、自然災害への対応の両立を促す国土利用調整の戦略について提案

する。 

 

２．研究目標 

全国スケールで、統合評価モデルによるマクロ・スケールでのシナリオ分析の結果を、全国スケー

ルでの土地利用被覆変化として空間明示的に評価する方法論について明らかにする。なかでも、気候変

動緩和と生物多様性保全の両立について、特に土地にもとづくアプローチである、①保護地域、②（カ

ーボンニュートラルに向けた）緩和策（植林、太陽光・風力発電などの再生可能エネルギー、等）、③

その他土地利用計画（都市、農地、森林等）に焦点をあて、これらが生物多様性の損失回避や再生と生

態系サービスの改善のうえで、どのように効果的かを評価するための枠組みや方法論について予備的検

討を行う。この際、各政策・施策間でのトレードオフやシナジーに着目し、トレードオフを最小化しシ

ナジーを最大化する施策の評価方法も吟味する。 

 



 

33 

1FS-2201 

３．研究開発内容 

全国スケールの課題として、気候変動緩和と生物多様性保全の両立を例に、①保護地域、②緩和

策、③その他土地利用計画の貢献を検討するため、サブテーマ１で検討する全国スケールでの統合評価

モデルに、土地利用モデルや種分布推定モデルを連結する手順や可能な空間・時間解像度について検討

した。分析の枠組みの検討は、環境研究総合推進費S-15の将来シナリオや気候変動分野で開発された日

本版SSP1などの既存のシナリオや評価モデル等の開発実績を踏まえて行った。また、保護地域やその他

土地利用計画によるゾーニングの貢献や、植林や太陽光・風力発電等の再生可能エネルギー、自然再

生、農地への炭素貯留など土地にもとづく緩和策による生物多様性や生態系サービスへの影響を考慮す

る方法論、施策間のシナジー・トレードオフの評価の枠組みをあわせて検討した。 

 

４．結果及び考察 

（１）土地利用・被覆と生態系サービスのシナリオ分析の枠組み 

複数の社会経済シナリオのもとで将来の土地利用・被覆の空間明示的な予測評価とシナリオ分析の枠

組みについて、戦略的研究開発領域課題(S-15)の成果やその後の土地利用モデルの開発を踏まえて検討

した。検討に際して、本枠組みが、生物多様性の低下の間接要因と直接要因の連関を扱うために、統合

評価モデルの出力情報を踏まえた土地利用・被覆予測ができること、土地利用・被覆変化のモデリング

に際し生物多様性保全や再生可能エネルギーの導入適地、自然災害に対する頑健な区域の考慮が可能で

あること、土地利用・被覆データを入力データとする生態系サービス評価モデルとの効果的な接続が可

能になるように考慮した（図-4.1）。また、生物多様性対策（保護地域の拡大、OECMの導入を想定）、

気候変動緩和対策（陸域への再生可能エネルギー導入を想定）、防災・減災（洪水、土砂崩壊を想定）

対策の導入適地の空間解析にもとづく、対策間の競合（コンフリクト）関係とその空間分布、コンフリ

クトの空間的な調整策について検討した。 

 

 
図-4.1 土地利用・被覆変化モデリング及びシナリオ分析の枠組み 

 

（２）保護地域・OECM・自然再生等による生物多様性の保全効果の評価枠組み 

将来シナリオにもとづいて、維管束植物やチョウ等を対象に、保全効果を複数の多様性指標にもとづ

き評価する枠組みについて検討した。多様性指標は、種多様性、ターンオーバー、連結性、変化速度、

機能多様性、系統多様性等の指標等から選定することとした。また、ポートフォリオ理論を活用した保

全優先順位づけ解析による管理維持・自然再生（OECM適地）の適地を特定する方法を検討した。なお、

管理維持は草地性等の種、自然再生は森林性の種の分布推定にもとづき特定し、OECMは、既存の保護区

外の保全重要地を、土地利用状況や既存の保護地域に準ずる区域等を考慮して特定することとした（図

-4.2）。 
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図-4.2 保全優先順位づけ解析による管理維持・自然再生（OECM適地）の評価枠組み 

 

（３）気候変動緩和策としての再生可能エネルギーの導入策の評価枠組み 

 将来シナリオについて再生可能エネルギーの導入を検討する枠組みとその社会・経済・環境影響を評

価する枠組みについて検討した。再生可能エネルギーの導入については、再生可能エネルギーの供給側

データとして、環境省の再生可能エネルギー情報提供システム（通称REPOS）及び環境アセスメント環境

基礎情報データベースシステム「通称EADAS」、需要側データとしてエネルギー需要端としては、国立社

会保障・人口問題研究所の将来人口推計をベーとする人口分布データを用いることとした。また、社会・

経済・環境影響については、エネルギー・脱炭素・生態系影響など多次元に評価するモデルにより、再

生可能エネルギーミックスのシナジー、トレードオフを評価することとした（図-4.3）。 

 

 

図-4.3 多目的最適化アルゴリズムによる再生可能エネルギー導入ミックス評価の枠組み 

 

（４）自然災害に対する脆弱性・頑健性の評価の枠組み 

 グリーンインフラ、グレーインフラを含めた将来の土地利用シナリオにもとづいて、自然災害ハザー
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ドの評価と防災・減災施策による暴露・脆弱性の低減効果の評価を行う枠組みを検討した（図-4.4）。

自然災害ハザードの評価については、これまで蓄積された各種災害に関するリスク情報や災害履歴に関

するデータを活用し、洪水・浸水・土砂・津波・高潮等の複数の自然災害を同時に考慮したマルチハザ

ード評価を実施することとした。暴露・脆弱性の低減効果については、自然特性・社会特性・災害ハザ

ードの観点からの地方自治体の類型化と施策効果の評価を行うこととした。 

 

 

図-4.4 複数の自然災害を同時に考慮したマルチハザード評価の枠組み 

 

（６）公募方針の作成 

以上の検討をもとに、下記の公募方針案を作成した。なお、テーマ４全体としての研究枠組みは図-

4.5に示す通りである。 

テーマ４の成果目標 

1. 既存及び本プロジェクトで作成する将来社会経済シナリオ（例．日本版 SSP、NFF シナリ

オ）に基づき、プロジェクト全体で用いる空間明示的な国土利用の将来シナリオを作成す

る。  

2. 将来国土利用シナリオのもとで想定される生物多様性保全ポテンシャル、再生可能エネルギ

ー導入ポテンシャル、自然災害（洪水・土砂崩壊）への頑健性の評価にもとづき、各対策間

のネクサス（シナジー＆トレードオフ）を明らかにする。  

3. 気候変動緩和と生物多様性保全、自然災害への対応の両立を促す、①OECM を含む保護地

域、②再生可能エネルギー導入、③洪水・土砂崩壊に対する防災・減災対策のあり方や対策

間の調整方策を明らかにする。  

4. 土地利用調整を実現するための法定土地利用計画によるゾーニングが抱える課題を特定し、

改善策を提案する  

5. JBO4、生物多様性国家戦略の中間評価や改定、国土計画等の見直に有用な情報を提供する。 

  

テーマ４のサブテーマ構成 

4-(1)  生物多様性・気候変動・自然災害対策の観点から持続的な国土利用戦略の提案  

1. テーマ４の総括として、サブテーマの研究成果を統合する役割を担う。  

1. テーマ２で作成されるシナリオ等のもとでの将来の国土利用を空間明示的に評価する（テー

マ１，２との連携）。  

2. 将来国土利用シナリオのもとでの生態系サービス評価を行う（テーマ１との連携）。  

3. ネクサス解析による生物多様性全策、気候変動緩和策、防災・減災策のコンフリクト評価を

行う（サブテーマ 2～4 との連携）。  
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4. 多基準分析を通じた競合する国土利用の調整方策を提示する。  

5. 沿岸域を含む国土の利用調整を実現するための法定計画（主に法定土地利用計画のゾーニン

グを想定）の課題の特定と改善策を提案する。 

4-(2) 保護地域・OECM・自然再生等による生物多様性の保全効果の評価  

1. 各シナリオ・政策オプションの下で、生物多様性の保全効果を全国スケールで空間明示的に

評価する。  

2. 空間明示的評価の結果にもとづいて優先順位付けを行い、保全重要地を特定する。  

3. 人口減少下での管理維持、放棄後の自然再生等、保全対策ごとに実施適地を抽出する。  

4. 既存保護地域と保全重要地のギャップ分析を行う。  

5. これらを踏まえ、30 by 30 実現に向けたOECM 適地を提示する。 

4-(3) 気候変動緩和策としての再生可能エネルギー導入と生態系への影響評価  

1. 高空間解像度の再生可能エネルギー（風力、太陽光、水力、バイオマス等）の導入ポテンシ

ャルを定量化する。  

2. 再生可能エネルギー種別の導入に伴う環境・社会・経済への効果・影響を分析する。  

3. テーマ２が作成するシナリオと人口・産業・経済・ライフスタイルから想定される再生可能

エネルギー導入シナリオを空間明示的に定量化する。  

4. 多基準分析により、再生可能エネルギー導入シナリオのもとでの環境改善効果や生態系影響

を評価し、シナジー・トレードオフを特定する。  

4-(4) 自然災害に対する脆弱・頑健性の評価  

5. ハザード・曝露・脆弱性を考慮したリスク評価を踏まえた気候変動シナリオ（災害発 

1. 生頻度、異常気象等）に基づく地域社会の脆弱性・頑健性評価を行う。  

2. 政策シナリオのもとでの各防災減災施策群の強度・配置効果の分析と全国スケールでの空間

明示的評価を行う（テーマ 2 との連携）。  

3. 各防災減災施策群（Eco-DRR 等）による曝露・脆弱性低減効果を検証する（テーマ 2 との

連携）。  

4. 政策シナリオ別の災害リスク評価と最適化オプションを検討する。  

5. 防災減災施策における意思決定支援と政策効果の可視化を行う 

 

  

図-4.5  テーマ４全体の研究枠組み及び他テーマ、サブテーマとの関係 
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５．研究目標の達成状況 

目標どおりの成果をあげた。 

全国スケールでの土地利用被覆変化の評価手法を明らかにした。また、土地利用被覆を始めとする空

間データをもとにOECMを含む保護地域及び再生可能エネルギーの導入適地や自然災害に対する頑健性の

高い地域の評価手法を検討するとともに、施策間のトレードオフやシナジーの評価手法、施策間のコン

フリクトを解消する方策や社会実装のための議論の進め方についても検討し、公募方針として取りまと

めた。また、OECMを含む保護地域及び再生可能エネルギーの導入適地、自然災害に対する頑健性の高い

地域の評価について各分野の専門家と検討を進め、本研究の本格着手に備えることができた。 

 

 

６．引用文献 

 特に記載すべき事項はない。  
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Ⅱ－５ 生物多様性と社会経済的要因を統合した地域スケールでのシナリオ分析と社会適用 

 

東京大学 

大学院総合文化研究科広域システム科学系    吉田 丈人 

 

［要旨］ 

生物多様性と生態系サービスに与える直接要因と間接要因の統合的理解の深化が求められている。地域

スケールにおける生物多様性と生態系サービスに注目し、直接要因と間接要因を含めた統合評価および

シナリオ分析のプロジェクト提案と予備的検討に取り組んだ。具体的には、里地里山景観、都市域と周

辺地域、森里川海の流域圏など、典型的な社会-生態システムの地域スケールにおいて、生物多様性と

生態系サービスに関する統合評価とシナリオ分析の手法検討を行なった。また、研究成果が地域の実践

に活用されるよう、地域の多様なステークホルダーとの連携の準備、地域施策や取組みへの貢献のあり

方についても検討した。さらに、一定数の事例を用いたメタ分析による地域レベルの施策や取組みの評

価方法についても検討した。その結果、地域スケールにおける生物多様性と生態系サービスに与える直

接要因と間接要因の統合的評価とシナリオ分析に向けて、研究対象地域に求められる条件の整理、統合

的評価の研究手法の検討、メタ分析の予備的検討などが進み、公募方針としてまとめることができた。

また、研究対象地域で進められる各種研究の連絡調整や地域スケールの施策や取組みに活用するための

地域の多様な関係者との連携について検討を進めることができ、本研究の開始に備えることができた。

よって、目標どおりの成果があがった。 

 

１．研究開発目的 

生物多様性と生態系サービスに与える土地利用や外来生物などの直接要因と社会経済的要因を主とする

間接要因は、改訂される次期の生物多様性国家戦略においても注目されている。社会・経済や暮らしに

関わるさまざまな間接要因が、直接要因を介して間接的に生物多様性や生態系サービスに与える影響の

大きさは、生物多様性及び生態系サービスの総合評価2021(JBO3)でも指摘されている。従来から取り組

まれてきた直接要因への対処に加えて、間接要因にまで踏み込んだ社会変革の必要性が指摘されてい

る。このような中、生物多様性と生態系サービスに与える直接要因と間接要因の統合的理解の深化が求

められている。本サブテーマでは、地域スケールにおける生物多様性と生態系サービスに注目し、直接

要因と間接要因を含めた統合評価およびシナリオ分析のプロジェクト提案に取り組む。地域スケールで

の生態系サービス管理と生物多様性保全・自然再生などの実践を発展させるには、各種施策や取組みの

推進効果やそれらの推進のあり方についても評価することが求められている。さらに、地域の多様な関

係者と連携することで、プロジェクトの研究成果が地域スケールでの施策や取組みに活用されるよう取

り組む。これらの研究と実践を通して、生物多様性地域戦略などの効果的な実施に貢献することを目標

とする。 

 

２．研究目標 

地域スケールにおける生態系サービス管理と生物多様性保全・自然再生などの実践の発展に貢献するた

め、地域レベルおよび国レベルの社会経済的状況と自然的状況を考慮した各種施策や取組みの推進効果

やそれらの推進のあり方について、総合的な視点から評価検討するための予備的検討を行う。その際、

地域レベルと国レベルの各種の施策や取組み間の関係（トレードオフ・シナジー）にも注目し、地域の

実情に応じた施策間調整についても評価検討するための予備的検討を行う。具体的には、森里川海の流

域圏や地域循環共生圏などの地域スケールにおいて、サブテーマ１から３で構築する統合評価モデルを

適用し、社会経済活動や気候変動が地域の生物多様性と生態系サービスに与える影響を評価するための

手法の検討を行う。 
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３．研究開発内容 

地域スケールでの研究対象地域の選定にあたって必要な条件を整理した。その際、里地里山景観、都市

域と非都市域（地域循環共生圏を含む）、森里川海の流域圏など、典型的な社会・生態システムの類型

を考慮し、代表的な事例研究を推進できるよう準備した。地域スケールにおいて社会経済活動や気候変

動が地域の生物多様性と生態系サービスに与える影響を評価するため、地域版統合評価モデルの構造や

分析手法の開発について予備的検討を行った。また、近過去からのレトロスペクティブな分析や、将来

シナリオに基づいた生物多様性と生態系サービスの将来を予測評価する手法開発についても検討した。

また、研究成果が地域の実践に活用されるよう、地域の多様なステークホルダーとの連携の準備、地域

施策や取組みへの貢献のあり方についても検討した。また、一定数の事例を用いたメタ分析による地域

レベルの保護地域施策・土地利用施策・カーボンニュートラル施策等の関係の評価や、施策間の調整の

あり方を検討した。 

 

４．結果及び考察 

（１）公募方針案の作成 

地域スケールでの研究の対象に求められる条件の整理 

生物多様性と生態系サービスに与える間接効果と直接効果の統合的評価とシナリオ分析、および、

研究成果を地域スケールでの施策や取組みに社会適用することが実行可能な研究対象地域に求められる

条件を下記のように整理した。また、その内容を公募方針と補足資料に反映させた。 

1. 社会経済的要因と自然的要因に関わる既存のデータ蓄積が一定程度あり、それらがサブテーマ

の研究に活用できるよう、関係する行政組織や研究機関などとの連携体制が十分に準備されて

いることに加え、統合評価・シナリオ分析を実施するための学術分野間の連携体制が十分に準

備されていること。  

2. 生物多様性や生態系サービスに関連する分野において、地域の多様な主体との連携に一定程度

の実績があり、それらの連携を発展させることで地域連携プラットフォームを構築できる目処

がついていること。また、サブテーマの研究成果が、生物多様性地域戦略やその他の地域スケ

ールの施策・取組みなどに貢献できる体制が十分に検討されていること。  

また、日本における典型的な社会-生態システムの類型として、里山ランドスケープ（里地里山景

観）、森里川海（流域圏）、都市とその周辺地域の３つを取り上げ、それぞれの社会-生態システムを

もつ研究対象地域（市町村）の候補を複数検討した。 

 

地域スケール研究ワークショップ 

地域スケール研究ワークショップを、2022年9月9日に京都大学農学部総合館とオンラインのハイブ

リッド形式にて開催した（約40名が参加）。テーマ５の研究対象地域の候補について、生物多様性と生

態系サービスに関わる課題や、それに関わる直接要因と間接要因の現状認識、それらの連関の評価手法

やシナリオ分析などについて議論した（図-5.1）。また、ほかのテーマで実施される可能性のある地域

スケールの研究について、研究課題の候補についても議論した。さらに、研究対象地域におけるテーマ

間・サブテーマ間の調整のあり方についても検討を行った。 
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図-5.1 地域スケール研究ワークショップの様子 

 

地域連携プラットフォームと連絡調整会議の構想 

S21のプロジェクト全体では、複数の異なるサブテーマが研究対象地域で研究を進めることが想定さ

れる。これらのサブテーマ間で連携するしくみとして、「連絡調整会議」をそれぞれの研究対象地域で

設置し、サブテーマ5(1)が主導して運営する方向性を計画した。連絡調整会議に求められる機能として

は、１）情報共有：地域サイトに参加するサブテーマの研究進捗や成果を共有すること、２）連携調

整：サブテーマ間の連携を促すとともに諸課題を調整すること、３）提言策定：最終年度に、地域サイ

トに向けた提言を共同で発出することとした。 

 また、それぞれの研究対象地域において、プロジェクトの研究者が地域の多様な関係者と連携して、

研究や社会適用を実施することが想定される。そのしくみとして、テーマ５のサブテーマが主導して運

営する「地域連携プラットフォーム」をそれぞれの研究対象地域において設置する方向性を計画した。

地域連携プラットフォームに求められる機能としては、１）成果発信・共有：地域の多様な関係者に向

けて、研究成果を発信し共有すること、２）ニーズ共有・研究協力：地域の多様な関係者から研究ニー

ズを提供してもらうとともに、必要に応じて研究協力（シナリオ形成などを含む）をしてもらうこと、

３）社会適用：地域の多様な関係者による実践や計画づくりにプロジェクトの研究成果が貢献すること

とした。 

 連絡調整会議と地域連携プラットフォームがそれぞれの対象地域において連携しながら、生物多様性

と生態系サービスに関する地域課題の解明やその解決に貢献することとした（図-5.2）。また、研究対

象地域の候補において、地域連携プラットフォームの設立に向けた地域の動向を把握した。 

 



 

41 

1FS-2201 

 

図-5.2 地域連携プラットフォームと連絡調整会議の関係 

 

公募方針案の作成 

以上の検討をもとにして、下記のような公募方針案を作成した。なお、テーマ５全体としての研究

枠組みは図-5.3に示す通りである。 

 

＜テーマ５の成果目標＞ 

・典型的な社会-生態システム（里山ランドスケープ、森里川海、都市・都市近郊）における地域版統

合評価モデル・エージェントベースモデルなどを用いた地域研究および地域事例を比較するメタ分析

により、社会経済活動や気候変動が地域において重要な生物多様性と生態系サービスに与える影響を

統合評価する。 

・地域特性を考慮した将来シナリオの分析など、地域スケールの主要な生物多様性と生態系サービスに

関するシナリオ分析を実施する。 

・地域の多様な関係者と連携する「地域連携プラットフォーム」を構築し、研究成果の共有などを通し

て、ローカルガバナンスの再構築に貢献する。 

・研究対象地域での研究やメタ分析の成果を統合し、地域レベルの施策の関係評価や施策間調整のあり

方の検討を行い、政策提言としてまとめる。 

 

＜テーマ５のサブテーマ構成＞ 

5-(1) 生物多様性と社会経済要因を統合したメタ分析と地域施策の比較検討 

・テーマ５の総括として、サブテーマの研究成果を統合する役割を担う。 

・サブテーマ(2)(3)(4)の研究などで特定された間接要因〜直接要因〜生物多様性・生態系サービス

の主要な連関について、典型的な社会-生態システム（里山ランドスケープ、森里川海、都市・都市

近郊）における一定数の地域事例を用いたメタ分析を実施し、連関の強さやパターンを評価する。 

・テーマ３と連携して地域において重要な生物多様性と社会経済の相互関係を分析するとともに、テ

ーマ１が進めるエージェントベースモデルの開発・適用に連携して取り組む。 
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・メタ分析の成果やテーマ５サブテーマやテーマ４との連携を通して、地域レベルの施策間のトレー

ドオフ・シナジーの評価や施策間調整のあり方について検討し、地域レベルと国レベルのガバナン

ス調整などについて政策提言としてまとめる。 

5-(2) 里山ランドスケープを対象にした統合評価・シナリオ分析と社会適用 

・過疎化と高齢化の進行とともに重要な生物種の保全・回復などが課題となっている里山ランドスケ

ープを代表する基礎自治体（佐渡市などを想定）において、地域において重要な生物多様性や生態

系サービスに与える人口動態・農林業施策・再生可能エネルギー施策などの影響を、地域版統合評

価モデルなどを用いて分析するとともに、シナリオ分析を通して、持続可能な地域社会の実現条件

を明らかにする。 

・統合評価とシナリオ分析で得られた研究成果を、対象地の地域住民・行政・観光産業などから構成

される地域連携プラットフォームで共有するとともに、ローカルガバナンスの再構築に貢献する。 

・テーマ５サブテーマやテーマ４と連携し、地域レベルと国レベルのガバナンス調整などについて政

策提言を行う。 

5-(3) 森里川海の連環を対象とした統合評価・シナリオ分析と社会適用 

・地域内の資源循環や経済循環における近年の変容が課題となっている森里川海の連環を特徴とする

基礎自治体（南三陸町などを想定）において、地域において重要な生物多様性や生態系サービスに

与える農林水産業・バイオマス関連施策などの影響を、地域版統合評価モデルなどを用いて分析す

るとともに、シナリオ分析を通して、地域資源や地域経済が循環する地域社会の実現条件を明らか

にする。 

・統合評価とシナリオ分析で得られた研究成果を、対象地の地域住民・各種産業・行政などから構成

される地域連携プラットフォームで共有するとともに、ローカルガバナンスの再構築に貢献する。 

・テーマ５サブテーマやテーマ４と連携し、地域レベルと国レベルのガバナンス調整などについて政

策提言を行う。 

5-(4) 都市とその周辺地域を対象とした統合評価・シナリオ分析と社会適用 

・人口集中・土地の高度利用・大量消費などが特徴である都市域を代表する基礎自治体とその周辺地

域（大阪市とその周辺地域などを想定）において、都市の社会経済活動が都市とその周辺地域にお

いて重要な生物多様性や生態系サービスに与える影響を、地域版統合評価モデルなどを用いて分析

するとともに、シナリオ分析を通して、生物多様性の回復に資する都市の持続可能な社会経済の実

現条件を明らかにする。 

・統合評価とシナリオ分析で得られた研究成果を、対象地とその周辺地域の多様な主体が参加する地

域連携プラットフォームで共有するとともに、各主体の行動変容や施策活用に貢献する。 

・テーマ５サブテーマやテーマ４と連携し、地域レベルと国レベルのガバナンス調整などについて政

策提言を行う。 
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図-5.3 テーマ５全体の研究枠組み 

 

（２）メタ分析の予備的検討 

一定数の事例を用いたメタ分析により、生物多様性と生態系サービスに影響を与える直接要因と間

接要因の効果を評価するための予備的検討を行なった。具体的には、生物多様性地域戦略を策定済みの

150の基礎自治体（市区町村）を取り上げ、それらの土地利用、景観、人口分布などをもとに社会-生態

システムの類型を評価した（図-5.4）。その結果、３つの特徴的な類型に150の基礎自治体を分類する

ことができた。類型１は、比較的面積が大きい割りに人口密集地が狭く森林面積が大きく海岸をもつ自

治体、類型２は、中程度の面積で人口密集地も中程度であり耕作地の面積が大きい自治体、類型３は、

比較的面積が小さく人口密集地が広く森林面積が小さい自治体であった。研究対象地域の候補とされ

た、宮城県南三陸町と新潟県佐渡市は類型１に、大阪府大阪市は類型３に属していた。テーマ５サブテ

ーマで対象とする基礎自治体は類型１と３の代表とできるものの、類型２の代表とする基礎自治体は対

象とできておらず、今後のメタ分析で類型１〜３まですべてを扱う必要性が確認された。 

 

 

図-5.4 生物多様性地域戦略を策定した150の基礎自治体（市区町村）の類型 
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５．研究目標の達成状況 

目標どおりの成果をあげた。 

地域スケールにおける生物多様性と生態系サービスに与える直接要因と間接要因の統合的評価とシナリ

オ分析に向けて、研究対象地域に求められる条件の整理、統合的評価の研究手法の検討、メタ分析の予

備的検討などが進み、公募方針としてまとめることができた。また、研究対象地域で進められる各種研

究の連絡調整や地域スケールの施策や取組みに活用するための地域の多様な関係者との連携について検

討を進めることができ、本研究の開始に備えることができた。 

 

６．引用文献 
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[Abstract] 
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The objective of this study is to identify the process and methods for developing an 

integrated assessment model which can consider biodiversity, climate change, and other 

socio-economic drivers in an integrated manner for future scenario analysis, and 

quantitatively estimate the impacts of response options for climate change mitigation and 

adaptation, and biodiversity conservation and restoration under different future scenarios. 

In addition, this integrated assessment model will be applied at the national and local 

scales. The study’s aims and components work together to make a full-fledged research 

project which is expected to promote regional circulating ecological spheres and a 

sustainable society in Japan based on scientifically verifiable scenario analysis by 

simultaneously pursuing problem solving at both national and local levels. The study 

consists of five themes:  

Theme 1 - Development of an integrated assessment model of a social-ecological system;  

Theme 2 - Development of future scenarios and combination of response options;  

Theme 3 - Interaction between value-behavior-culture and biodiversity;  

Theme 4 - National scale scenario analysis by the integrated assessment model and its 

social application; and  

Theme 5 - Local scale scenario analysis by the integrated assessment model and its social 

application.  

The study will contribute to not only national and local biodiversity policy making in 

Japan, but also assessments by IPBES and IPCC, TNFD, SDGs and Kunming-Montreal Global 

Biodiversity Framework, and post-SDGs global goals. 


